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平成16年度　表彰式並びに
第49回 中央会通常総会開催される
ffffffffffffffffffffffff

本会の平成16年度表彰式並びに第49回通常総会が去る5月28日（金）の午後3時30

分より石川県地場産業振興センター新館コンベンションホールにおいて挙行されました。

当日は、会員414名（委任状出席を含む）が出席し、来賓として石川県知事　谷本正憲氏、

石川県市長会会長　山出 保氏をはじめ、市、商工団体等の関係機関から多数来臨され、盛大

にとり行われました。

ffffffffffffffffffffffff

総会は、五嶋中央会会長挨拶の後、大橋昌寛副会長が議長に選任され、第一号議案「平成

15年度事業報告、収支決算、貸借対照表、損益計算書、財産目録、剰余金処分（案）並びに

平成15年度特別会計事業報告及び収支決算承認の件」、第二号議案「平成16年度事業計画及

び収支予算並びに特別会計事業計画及び収支予算決定の件」、第三号議案「平成16年度会員の

会費賦課基準並びにその徴収方法決定の件」、第四号議案「平成16年度借入金残高最高限度額

決定の件」、第五号議案「役員改選の件」の五議案が上程され、すべて原案どおり可決承認決

定されました。

総会に先立ち、中央会表彰式が挙行され、永年業界の振興発展に尽くされました役員並びに

他の模範となる優良組合及び組合運営の礎となっている組合従業員にそれぞれ石川県知事表彰

（優良組合10組合、組合功労者36名、優良専従職員3名）、石川県中央会会長表彰（優良組合

10組合、組合功労者48名、優良専従職員7名）及び西川記念賞表彰（2組合）が授与されま

した。

トピックストピックス トピックス 

表彰式風景 総会風景
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トピックストピックス トピックス 

平成16年度中央会事業計画の概要は次のとおりです。

£基本方針
我が国の景気は、緩やかに回復していると言われているが、それは大企業の一部に見られる

現象であって、地域・中小企業においては、海外からの安価な輸入品の増加、金融面での貸し

渋り・貸し剥がし、個人消費をはじめとする内需の低迷、雇用情勢も依然として厳しく、景気

回復の兆しは体感し得ず、依然水面下の厳しい状況が続いております。

又、平成15年の倒産件数・負債総額は依然として高水準で推移しており、中でも、不況要

因によって倒産に追い込まれた企業が全体の4分の3を占めて戦後最悪となるなど、経営環境

は全く改善されておらず、容易ならざる状況が続いております。

デフレ克服と民需主導の持続的な経済成長の実現に向け、構造改革の加速･拡大などが急務

の課題であるが、真に有効なデフレ対策、景気対策が未だみられず、先行きの不透明感はます

ます強まっております。

こういう状況下、我が国経済の活力の源泉である中小企業は一部に元気な活力ある企業も見

受けられるものの、大多数が危殆に瀕しており、生き残りを賭けて、真剣にもがき苦しみなが

ら、事業の維持発展を目指して日夜必死の努力を続けております。

中小企業の協同組織たる中小企業組合も、倒産・廃業による組合員の減少傾向に歯止めがか

からず、経営者の世代交代等と相まって、組合の存立基盤をもゆるがしかねない非常事態に直

面しており、中小企業組合を基盤とする中央会にとっては、今こそ総力をあげて組合組織をて

こ入れし、その活性化に取り組むべき正念場であると認識しております。

折りしも、本年度は地方分権に関する国の三位一体の改革の初年度にあたり、補助金も廃

止・縮減の過程にあり、本会としましても大変に厳しい状況下ではありますが、本年度は、創

設の原点に立ち返り、会員団体にしっかりと軸足を置き、より高度な支援体制を構築し、組合

支援活動の基本である巡回指導（訪問・対話運動）をベースに、「行動する中央会」「提案する

中央会」をモットーに、これまで蓄積してきた組合をはじめとする中小企業連携組織という中

小企業のネットワークを生かしつつ、中小企業組合の中核的支援機関として中小企業の振興に

全力を傾注、事業の充実強化を図るとともに、以下の活動を重点として積極的な事業活動を展

開していく所存であります。

£重点活動目標
１．中小企業組合組織の強化と多様な事業活動の展開

①　未組織中小企業者の組織化の推進

②　既存組合の新事業展開等、活性化への積極的支援

③　商工組合の組織強化、業界組織の見直し・再編への支援
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④　市町村合併による既存組合再編への支援

⑤　中小企業組合以外の多様な連携組織への支援

２．IT化推進のための積極的支援の展開

①　組合を基盤とする中小企業のIT化推進への支援

②　中央会電子認証システムの普及促進

③　組合運営等におけるIT化の推進

④　中央会情報発信機能の強化とIT活用による支援機能の強化

３．企業組合による創業の促進並びに経営革新及び創造的事業活動に対する支援

４．組合等を活用した雇用・労働関連事業の推進

５．循環型社会の構築・安全問題等社会的課題への取り組みに対する支援

６．地域産業集積活性化、ものづくり基盤強化への支援

７．中小企業組合から会社への組織変更など、法人の設立･再編に対する支援

８．中小小売商業、サービス業の育成振興及び中心市街地活性化推進等街づくりの推進に対

する支援

９．中小卸売業の育成振興と中小企業物流効率化推進に対する支援

10．下請中小企業等に対する支援

11．官公需適確組合の発注機関の電子化への対応と受注機会確保の推進

12．青年部及び女性部活動に対する支援

13．中小企業の国際交流の推進

14．中小企業の総意を政策に反映させるための中小企業活力強化集会の開催

15．中小企業関係機関との連携・協力関係の強化

16．中小企業施策の周知徹底及び中央会・組合活動のPRの推進

17．商工中金等政府系中小企業3金融機関を軸とする中小企業の金融セーフティネット対策

の充実強化のための運動の展開

18．巡回指導（訪問・対話運動）による会員団体への支援

19．「中央会21世紀ビジョン」の積極的展開
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中央会役員のご紹介
○ 名誉会長 安　田　隆　明

○ 会　　長 五　嶋　耕太郎

○ 副 会 長 大　橋　昌　寛 金沢中央信用組合

片　岡　　　清 石川県電器商業組合

片　岡　岐　及 北陸鉄工協同組合

小　倉　慶　春 石川県運搬車輌機器協同組合

越　村　克　男 協同組合石川中央鉄工センター

丹　後　　　清 丸上織物工業協同組合

森　岡　吉　男 社団法人石川県ニュービジネス創造化協会

○ 専務理事 ＊小　山　秀　昭 石川県中小企業団体中央会

○ 理　　事

＜繊維関係＞

＊石山外司郎 協同組合加賀染振興協会 ＊黒川　利明 石川県繊維資材工業組合

大沼　利洋 石川県輸出縫製品工業協同組合 西　　紀幸 小松織物工業協同組合

梶　冨次郎 石川県織物工業協同組合 藤本　市洋 小松原糸織物商業協同組合

＊北場　利美 石川県撚糸工業組合

＜鉄工関係＞

明石　　巖 石川県鉄工団地協同組合 中村　健一 協同組合アイケイケイ

梶　　　正 石川県鋳物工業協同組合 村田　信親 石川県プレス工業協同組合

加納　　實 小松鉄工機器協同組合 ＊安嶋　　勇 安原工業団地協同組合

亀田　亮彌 石川県第三機器協同組合

＜建設・木材関係＞

磯野　進吾 石川県造園業協同組合 向出　　勉 石川県生コンクリート工業組合

上村彌壽男 石川県電気工事工業組合 ＊村山　卓治 金沢建設業協同組合

北川　晶夫 石川県管工事協同組合 山田　義次 金沢木材協同組合

真柄　敏郎 石川県総合建設業協同組合

＜商業関係＞

安宅　雅夫 金沢中央水産物卸協同組合 高松　　晃 金沢酒販協同組合

荒井　角男 近江町市場商店街振興組合 ＊竹内　安弘 石川県石油販売協同組合

石田　正俊 片町商店街振興組合 ＊冨木　昭光 協同組合金沢問屋センター

越田　隆幸 石川県中古自動車販売商工組合 林　　貞夫 金沢魚商業協同組合

小西　國夫 ウイング北陸綜合衣料商業協同組合 水辺　　博 株式会社みずべ

須田　幹雄 石川県青果食品商業協同組合連合会 ＊山田　勝二 石川県商店街振興組合連合会

＜伝統産業・食料品関係＞

伊野　正満 石川県陶磁器商工業協同組合 直江　茂行 石川県醤油協同組合連合会

恩地　博文 石川県箔商工業協同組合 中田　龍一 石川県菓子工業組合

金谷　信彦 石川県パン協同組合 ＊中室　勝郎 輪島漆器商工業協同組合

斉官　邦夫 山中漆器連合協同組合 ＊中田他家男 石川県九谷陶磁器商工業協同組合連合会
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Ⅰ指定事業
1．組合等の指導事業

（1）実地指導事業

（2）窓口相談事業

（3）指導資料の作成整備

2．県中央会が指導員等の資質の向上を図る

事業

（1）旅費・受講料

（2）特別資質向上費

3．中央会の備品取得等を図る事業

4．地域産業実態調査事業

（1）組合特定問題実態調査

①中小企業労働事情実態調査

②商工組合実態調査

（2）多角的連携指導強化事業

（3）創業支援アライアンス事業

（4）組合特定問題研究会

①懇談会の開催

②研究会の開催

5．組合等への情報提供事業

（1）組合活性化情報提供事業

（2）資料収集加工事業

6．中央会指導員等研究会開催事業

7．外国人研修生共同受入事業

8．組合指導情報整備事業

（1）組合指導情報整備事業

（2）中央会間情報ネットワーク運営事業

（3）ネットワーク運営費等

9．組合情報化推進研修事業

10．官公需資料作成普及事業

11．中小企業団体情報連絡員の設置事業

12．中小企業連携組織等支援事業

（1）個別専門指導事業

（2）多角的連携組織指導事業

（3）組合情報化現地指導事業

（4）組織化集中指導事業

（5）講習会開催事業

①組合管理者等講習会の開催

平成16年度　中央会事業について
本年度、中央会が実施する事業は次のとおりです。

＜運輸・印刷・サービス・異業種関係＞

阿部　智也 金沢市旅館ホテル協同組合 ＊中村　公一 協同組合石川県中小企業経営者同友会

大井　徳秀 和倉温泉旅館協同組合 架谷　憲洋 石川県自動車整備商工組合

桂田　圭介 山中温泉旅館協同組合 松岡　武義 石川県理容生活衛生同業組合

黒保　憲吉 石川県ビルメンテナンス協同組合若 若林　　武 石川県貨物運送協同組合連合会

高桑　秀治 石川県印刷工業組合

＜その他＞

松本　雅之 石川県中小企業青年中央会

山岸　淑子 石川県中小企業団体中央会女性部

○　監　　事 ＊伊　勢　士　郎 石川県電機設備協同組合

柏　野　伝　一 松任市建設業協同組合

竹　野　　　茂 石川県板金工業組合

西　野　紀　一 小松協栄瓦企業組合

＊村　山　圓　八 松任市商業開発協同組合 ＊は新任の方々（順不同）
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②青年部講習会の開催

③青年部研究会の開催

13．組合新規事業創造補助金

14．組合情報システム構築補助金

15．中小企業連携組織活性化支援事業

16．中小企業組合等後継者養成事業

Ⅱ 特定指導事業
1．小企業者組織化指導

（1）小企業者組織化特別指導

（2）小企業者組織化特別研究会への参加

（3）小企業者組織化特別講習会の開催

（4）組合研究集会に対する助成

（5）モデル組合の指定及び助成

2．官公需受注対策事業

3．調査研究事業

Ⅲ 中小企業団体等指導事業
1．組織化支援事業

（1）組合設立支援

（2）組合運営支援

（3）小規模組合、産地組合振興対策

（4）地域中小商業対策

2．組合等支援強化事業

（1）制度金融普及

（2）高度化推進事業

（3）組合等交流促進事業

3．情報提供事業

4．調査研究事業

（1）組合実態調査

（2）中小企業便覧の作成

Ⅳ 協同組合等強化事業
1．組織支援事業

（1）組織化強化事業

（2）近代化促進事業

（3）金融支援事業

（4）労働支援事業

（5）経営改善支援事業

（6）共済制度推進事業

2．人材養成事業

3．調査研究事業

（1）調査事業

（2）資料刊行事業

4．振興事業

（1）中小企業振興事業

（2）企画調整事業

（3）厚生事業

5．組合等経営戦略相談支援事業

6．業務管理費

7．組合青年部強化支援事業

（1）青年経営者能力強化事業

（2）青年部連携強化事業

8．協同組合国際化推進事業

9．環境適応対策事業

10．組合女性部強化支援事業

（1）女性経営者能力開発事業

（2）組合女性部連携強化事業

（3）組合女性部啓蒙推進事業

11．中小企業産業別新世紀支援指針策定事業

Ⅴ 地域求職活動援助事業

Ⅵ 65歳継続雇用達成事業

Ⅶ 消費税転嫁円滑化事業

Ⅷ 中小企業景況調査事業

Ⅸ 改正労働基準法等促進事業

Ⅹ 新連携対策事業
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トピックストピックス トピックス 

中央会表彰式　受賞の方々
平成 16年度中央会表彰式にて表彰されました、優良組合・組合功労者・優良専従職員の

方々です。おめでとうございました。今後、益々のご活躍をお祈り申し上げます。

（組合名）

金 沢 合 繊 編 物 工 業 協 同 組 合

サ ン ノ ー ス 協 業 組 合

輪 島 市 商 業 協 同 組 合

七尾地区生コンクリ－ト協同組合

珠 洲 管 工 事 協 同 組 合

石川県エルピーガス小松保安センター協同組合

（組合名）

石川県エルピーガス松任保安センター協同組合

協同組合石川県高速道路交流センター

協 同 組 合 加 賀 能 登 特 産 銘 品 会

レ ミ ッ ト ・ グ ル ー プ 協 同 組 合

（組合設立年次順）

石 川 県 知 事 表 彰

《 優 良 組 合 》

（氏　名） （組合名）

上　村　彌壽男 石川県電気工事工業組合

柿　木　淳　一 石川県電気工事工業組合

出　村　義　之 金 沢 木 材 協 同 組 合

中　田　昭　雄 金 沢 魚 商 業 協 同 組 合

三　谷　　　充 石川県石油販売協同組合

須　谷　晋　也 山中温泉旅館協同組合

杭　田　節　夫 石川県農業機械商業協同組合

浦　川　文　男 金沢市青果食品商業協同組合

矢　部　嶺　男 協同組合金沢問屋センター

岡　本　　　進 協同組合金沢問屋センター

鈴　木　賢　二 金沢原糸織物商業協同組合

吉　村　　　一 近江町市場商店街振興組合

田　中　照　夫 近江町市場商店街振興組合

大　友　章　司 近江町市場商店街振興組合

松　原　義　弘 石川県溶接工業協同組合

（氏　名） （組合名）

山　本　清　昭 石川県溶接工業協同組合

越　田　　　章 金沢中央市場青果卸売協同組合

松　下　一　定 金沢中央市場青果卸売協同組合

小　判　　　彪 石川県プラスチック成型加工工業協同組合

竹　野　　　茂 石 川 県 板 金 工 業 組 合

井　村　長　祝 石川県茶商工業協同組合

奥　村　武　治 石川県茶商工業協同組合

中　川　　　昇 石川県自動車電装品整備商工組合

北　川　広　和 石 川 県 鍍 金 工 業 組 合

小　川　甚次郎 協同組合加賀染振興協会

吉　本　泰　則 石川県歯車工業協同組合

米　光　　　勲 美川町建設業協同組合

札　木　　　元 能登生コンクリート協同組合

政　頼　新次郎 能登生コンクリート協同組合

小　山　桂　一 輪島市商店連盟協同組合

《 組 合 功 労 者 》
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トピックストピックス トピックス 

（氏　名） （組合名）

北　　　憲　次 石川県生コンクリート工業組合

田　丸　昭　彦 石川県生コンクリート工業組合

（氏　名） （ 組 合 名 ）

藤　谷　秀　明 石川県生コンクリート工業組合

（組合設立年次順）

《 優 良 専 従 職 員 》

（組合名）

山 代 温 泉 温 泉 事 業 協 同 組 合

石 川 県 医 療 廃 棄 物 事 業 協 同 組 合

石 川 県 代 行 サ ー ビ ス 協 同 組 合

能 登 地 材 加 工 協 同 組 合

協 同 組 合 ア ー ト

金 沢 港 産 地 販 売 協 同 組 合

（組合名）

北陸ロードサービス事業協同組合

協 同 組 合 プ ラ ザ は つ め い 石 川

石川県中小企業経友会事業協同組合

富 来 町 商 業 近 代 化 協 同 組 合

（組合設立年次順）

西 川 記 念 賞 表 彰

石 川 県 中 小 企 業 団 体 中 央 会 会 長 表 彰

《 優 良 組 合 》

《 優 良 組 合 》

西川記念賞表彰の沿革
昭和 31年 5月、故西川外吉氏より本会への

ご厚志を基とし、ご寄贈の趣旨を体して、永く

これを記念して、中小企業の振興発展に多大の

業績のあった団体または個人を表彰している。

（組合名）

石 川 県 佃 煮 調 理 食 品 協 同 組 合

石 川 県 染 色 工 業 協 同 組 合

（組合設立年次順）

（氏　名） （組合名）

室　　　泰　永 輪島市商店連盟協同組合

杉　平　淳　一 輪島市商店連盟協同組合

辻　川　義　信 石川県シーリング工事業協同組合

竹　中　徹　明 石川県シーリング工事業協同組合

（氏　名） （組合名）

武　部　守　男 レミット・グループ協同組合

新　　　政　幸 石川県小売薬業協同組合

（組合設立年次順）
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トピックストピックス トピックス 

（氏　名） （組合名）

長　田　信　次 石川県製麺工業協同組合

古　谷　利　清 金 沢 木 材 協 同 組 合

田　畑　亮　一 金 沢 木 材 協 同 組 合

辻　　　利　陽 金 沢 木 材 協 同 組 合

乙　崎　　　昇 石川県箔商工業協同組合

角　田　道　彦 金 沢 魚 商 業 協 同 組 合

紙　谷　昭　英 石川県漁網綱工業協同組合

寺　井　金　七 山中温泉旅館協同組合

土　黒　久　枝 山中温泉旅館協同組合

竹　越　俊　介 山中温泉旅館協同組合

山　下　伸一郎 山中温泉旅館協同組合

山　岸　健　次 金 沢 建 具 協 同 組 合

谷　h 年　子 金沢市旅館ホテル協同組合

南　　　洋　一 金沢市旅館ホテル協同組合

浦　　　紀　男 石川県農業機械商業協同組合

上　田　健　三 金沢市青果食品商業協同組合

惣　田　大　将 住 吉 工 業 協 同 組 合

佐　伯　善　信 石川県九谷陶磁器商工業協同組合連合会

高　田　武　夫 金沢建築板金協同組合

河　村　　　繁 小松自動車販売整備振興協同組合

神　田　圭　介 石川県税理士協同組合

萬　谷　守　男 加賀江沼建設業協同組合

橋　爪　孝　志 石 川 県 菓 子 工 業 組 合

松　岡　義　彦 協同組合アイケイケイ

岩　本　博　之 協同組合アイケイケイ

（氏　名） （組合名）

村　本　明紀郎 金沢中央市場青果卸売協同組合

小　林　土佐彦 金沢ビル商業協同組合

上　田　幸　夫 金沢ビル商業協同組合

山　森　　　武 石川県プラスチック成型加工工業協同組合

森　本　靖　男 石 川 県 板 金 工 業 組 合

坂　　　　　毅 石川県茶商工業協同組合

本　田　信　治 石川県鉄骨工業協同組合

高　畠　義　弘 石川県鉄骨工業協同組合

宮　岸　孫兵衛 協同組合小松問屋センター

小　村　佐一郎 協同組合小松問屋センター

越　田　隆　幸 石川県中古自動車販売商工組合

氷　田　敏　男 金沢市家具小売商業協同組合

井　上　正　行 金沢市家具小売商業協同組合

花　谷　英　智 協同組合石川中央鉄工センター

桜　井　成　克 石川県小売薬業協同組合

若　林　威　志 石川県小売薬業協同組合

栖　原　昭　直 石川県小売薬業協同組合

奧　多　　　隆 石川県小売薬業協同組合

石　倉　　　衛 石川県小売薬業協同組合

小　林　一　夫 石川県加賀刺繍協同組合

澤　田　　　清 石川県防水事業協同組合

笠　間　史　盛 石 川 県 製 本 工 業 組 合

示　野　敏　弘 石 川 県 製 本 工 業 組 合

（組合設立年次順）

《 優 良 専 従 職 員 》

（氏　名） （組合名）

室　石　智　子 金沢市クリーニング協同組合

山　本　澄　子 小松自動車販売整備振興協同組合

伐　分　敏　一 ウイング北陸綜合衣料商業協同組合

角　村　謙　一 石川県自動車整備商工組合

（氏　名） （組合名）

橋　本　君　子 石川県自動車整備商工組合

高　山　智　恵 石川県自動車整備商工組合

大　西　基密子 石川県加賀刺繍協同組合

（組合設立年次順）

《 組 合 功 労 者 》

（敬称略）
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金　谷　信　彦（70歳）
功績：食料品加工業振興功労

主要経歴

現　石川県パン協同組合　理事長

現 住 所：羽咋市本町コ92－１

徳　久　和　夫（72歳）
功績：薬事功労

主要経歴

現　石川県保険薬局協同組合　理事長

現 住 所：金沢市野町４－６－11

秋　田　　　力（71歳）
功績：業務精励（電気工事業）

主要経歴

現　石川県電気工事工業組合　副理事長

現 住 所：能美郡根上町大成町リ91

亀　田　昭　次（62歳）
功績：業務精励（タイル工事業）

主要経歴

現　石川県タイル煉瓦事業協同組合　理事長

現 住 所：金沢市三ツ屋町ロ11

北　川　晶　夫（69歳）
功績：業務精励（管工事業）

主要経歴

現　石川県管工事協同組合　理事長

現 住 所：金沢市窪３－148

西　　　紀　幸（64歳）
功績：業務精励（織物業）

主要経歴

現　石川県織物構造改善工業組合　理事長

現　小松織物工業協同組合　理事長

現 住 所：小松市河田町ニ178－１

村　山　卓　治（69歳）
功績：業務精励（建設業）

主要経歴

現　金沢建設業協同組合　理事長

現 住 所：金沢市鱗町102

松　岡　武　義（64歳）
功績：生活衛生功績

主要経歴

現　石川県理容生活衛生同業組合　理事長

現 住 所：金沢市三口新町３－２－22

藍 綬 褒 章

黄 綬 褒 章

黄 綬 褒 章

黄 綬 褒 章

黄 綬 褒 章

黄 綬 褒 章

旭 日 双 光 章

旭 日 双 光 章

春の叙勲・褒章受章の方々（会員関係）
平成16年春の叙勲・褒章受章者が決定され、本会会員関係では、次の方々がその栄誉に輝

かれております。心からお喜び申し上げます。今後のさらなるご活躍をお祈り申し上げます。

（敬称略）



所
管
課

融資申込先取扱金融機関
信用保証融　　資　　条　　件

資金使途融　資　対　象制　度　名
保証料（年）%付保担保利率（年）%期間（内据置期間）限度額（千円）

経　
　
　
　

営　
　
　
　

支　
　
　
　

援　
　
　
　

課

商工会議所又は
商工会の認定書
を添えて取扱金
融機関

商工中金 
みずほ銀行 
三井住友銀行 
ＵＦＪ銀行 
北國銀行 
北陸銀行 
福井銀行 
富山第一銀行 
福邦銀行 
信用金庫 
信用組合 
信用農業協同組合連合会

有担保 1.01
無担保 1.04

任意
金融機関
所 定 の 
扱 い

 1.70 以内
（付保の場合 1.20）
【モノづくり再生支援分】
 1.50 以内 
（付保の場合 1.00）

 10 年以内　 
 （2 年以内）

   50,000
（特認 200,000）設備資金

［一般分］
工場、店舗、福利厚生施設、駐車場等の新
増設等や機械設備、店舗設備等の導入を行
う者で投資総額５００万円以上のもの

地域商工業
活性化融資

（
設
備
投
資
、
経
営
革
新
、
新
規
創
業
等
に
）

構
造
改
革
支
援
資
金

 1.50 以内
（付保の場合 1.00）

設備 10 年以内　
 （2 年以内）
運転 7 年以内　
 （1 年以内）

   50,000
（特認 200,000）
ただし、運転資金
は 10,000 千円まで

事業資金

［商業振興分］
大型店の進出及び大規模事業所の移転によ
り影響を受ける地域に店舗を有する中小商
業者等で上記の設備投資を行うもの

 1.70 以内
（付保の場合 1.20）

 5 年以内　 
 （1 年以内）

   30,000
ただし、一般分商
業振興分と併用す
る場合は ､
合計 200,000 千円
の範囲内

運転資金

［企業活性化支援分］
�新製品開発、新分野開拓などの構造改革
への対応を行うもの
�受注の確保、販売の促進などの事業拡大
を行うもの
�企業のイメージアップ、人材育成などの
企業体質の改善を行うもの

経営革新計画の
承認書を添えて
取扱金融機関

商工中金 
みずほ銀行 
三井住友銀行 
ＵＦＪ銀行 
北國銀行 
北陸銀行 
福井銀行 
富山第一銀行 
福邦銀行 
信用金庫 
信用組合 
信用農業協同組合連合会

 0.70

任意
金融機関
所 定 の 
扱 い

 1.50 以内
（付保の場合 1.00）

設備 10 年以内　
 （3 年以内）
運転 ７年以内　
 （1 年以内）

 200,000
ただし、運転資金
は 50,000 千円まで

事業資金

［経営革新支援分］
中小企業経営革新支援法の規定に基づき、
経営革新計画を作成し知事又は大臣の承認
を受けたもの

経営革新等
支 援 融 資

知事の認定書を
添えて取扱金融
機関

有担保 0.91
無担保 0.94

［海外展開企業支援分］
県内における事業規模の縮小等を伴わずに
実施する海外での生産等に係る事業所の設
置や、販路開拓等を行うもの

商工会議所又は
商工会の認定書
を添えて取扱金
融機関

［情報技術活用支援分］
企業内外ネットワークの整備等による業務
の効率化及び生産工程の自動化等による生
産の効率化を図るための情報技術（ＩＴ）
化投資を行う者で、その投資額が 500 万円
以上であるもの

商工会議所、商
工会又は（財）
石川県産業創出
支援機構の認定
書を添えて取扱
金融機関

商工中金・みずほ銀行
三井住友銀行 
ＵＦＪ銀行・北國銀行 
北陸銀行・福井銀行 
富山第一銀行 
福邦銀行・信用金庫
信用組合
信用農業協同組合連合会

有担保 1.01
無担保 1.04

任意
金融機関
所 定 の 
扱 い

 1.50 以内
（付保の場合 1.00）

設備 10 年以内　
 （3 年以内）
運転 7 年以内　
 （1 年以内）

   50,000
（特認 200,000）
ただし、運転資金
は 20,000 千円まで

事業資金

３年以上同一の事業を行っている者で、
�中小企業再生・事業転換支援プログラム
の対象者で、現在行っている事業を廃止
し、他業種へ事業転換を行うもの
�他業種に属する事業を開始し、新たに開
始する事業の売上高が、５年以内に全売
上高の２０％以上を占めることが見込ま
れるもの

事業転換支援
融 資

商工会議所又は
商工会の認定書
を添えて取扱金
融機関

商工中金・みずほ銀行
三井住友銀行 
ＵＦＪ銀行・北國銀行 
北陸銀行・福井銀行 
富山第一銀行 
福邦銀行・信用金庫
信用組合
信用農業協同組合連合会

有担保 1.01
無担保 1.04

必須
原則とし
て無担保

 1.60 以内
【中高年齢者創業支援分】
ただし、45 歳以上の 
開業者については 
1.30 以内

設備 7 年以内　
 （1 年以内）
運転 5 年以内　
 （1 年以内）

   20,000
ただし、運転資金は
10,000 千円まで
事業開始前の場合
は事業費の4/5以内

事業資金

新たに中小企業者として事業を開始する者
（開業後１年未満の者を含む。）であって、
開始しようとする事業に着手していること
が客観的に明らかであるもの

創業者支援
融 資
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12 平成 16年 4月 1日現在

※融資利率は、変更することがあり、融資実行時点の利率が適用されます。
商工労働部所管　制度金融一覧表

石
川
県
制
度
金
融
一
覧
（
そ
の
1
）



所
管
課

融資申込先取扱金融機関
信用保証融　　資　　条　　件

資金使途融　資　対　象制　度　名
保証料（年）%付保担保利率（年）%期間（内据置期間）限度額（千円）

経　
　
　
　

営　
　
　
　

支　
　
　
　

援　
　
　
　

課

商工会議所又は商
工会を経由のうえ
（当座貸越の場合
は推薦書を添えて）
取扱金融機関

原則として市町村の指定
する金融機関

有担保 0.71
無担保 0.74
無保証人の
場合 0.50

必須
原則とし
て無担保

 1.60 以内
当座貸越 （変動）
変動金利 1.65 以内

設備 7 年以内　
 （1 年以内）
運転 5 年以内　
 （1 年以内）
当座貸越 2 年以内　

   15,000
　無保証人の場合
   12,500
　当座貸越の場合
     5,000

�事業資金

�商工会議所若しくは商工会の会員又はそれ
らの経営指導を受けている者であって従業
員 40 名以内（商業・サービス業 10 名以内）
・特別小口（無保証人）の場合
　小規模企業者（従業員 20 名以内 
（商業・サービス業５名以内））等
・当座貸越の場合
　小口融資利用者のうち、一定の財務要
件等を充たすもの

�季節資金は、小規模企業者（従業員 20 名以内
　（商業・サービス業５名以内））

小 口 融 資

（
売
上
げ
減
少
、
災
害
対
策
等
経
営
安
定
に
）

経
営
安
定
支
援
資
金

取扱金融機関

商工中金・みずほ銀行
三井住友銀行・ＵＦＪ銀行
北國銀行・北陸銀行・福井銀行
富山第一銀行・福邦銀行・信用金庫
信用組合・信用農業協同組合連合会

有担保 0.91
無担保 0.94

任意
金融機関
所 定 の 
扱 い

 1.65 以内 6 か月以内　     3,000�季節資金
（盆・年末）

商工会議所、商
工会の認定書を
添えて取扱金融
機関ただし、再
生支援分につい
ては、商工会議
所、石川県商工
会連合会、又は
（財）石川県産
業創出支援機構
の推薦書を添え
て取扱金融機関

商工中金 
みずほ銀行 
三井住友銀行 
ＵＦＪ銀行 
北國銀行 
北陸銀行 
福井銀行 
富山第一銀行 
福邦銀行 
信用金庫 
信用組合 
信用農業協同組合連合会

有担保 0.71
無担保 0.74

任意
金融機関
所 定 の 
扱 い

 1.50 以内
（付保の場合 1.00）

 7 年以内　
 （2 年以内）

   80,000運転資金

［一般分］
�から�のいずれかの要件を充たす者
売上減少率 �最近 3カ月 10％以上
 �最近 6カ月 5％以上
欠損金 �前期事業年度で税引後欠損金
 �今期事業年度で税引前欠損金見込
［特別分］
天候不順等、又は大規模事業所の移転の影
響を受けているもの

経 営 安 定
支 援 融 資 有担保 0.91

無担保 0.94

必須

原則とし
て無担保

 1.00 以内
［再生支援分］
商工調停士又は中小企業再生支援協議会の
支援チ－ムの指導を受けているもの

　 0.80
保証協会
所 定 の 
扱 い

 1.75 以内
ただし、期間が 
７年超の場合は、
変動金利 1.65 以内

 7 年以内　
 （1 年以内）
実情に応じ
 １０年以内　
 （1 年以内）

   80,000
（特認 280,000）事業資金

［資金繰り支援分］
売上減少等により経営の安定に支障を生じ
ており、県制度金融の保証付き既往債務の
借換等により資金繰りの改善を図る者で、
経営安定関連保証を利用可能なもの（経営
安定関連保証に係る市町村長の認定書を有
しているもの）

�市町村長の認
定書を添えて
取扱金融機関

�取扱金融機関
有担保 0.91
無担保 0.94

任意
金融機関
所 定 の 
扱 い

 1.50 以内
 7 年以内　
 （2 年以内）

   50,000運転資金

�国の指定する倒産事業者の関連中小企業
者又は組合
��以外の倒産事業者の関連中小企業者又
は組合

連 鎖 倒 産
防止・災害
対 策 融 資

市町村長等の被災証明
書を添え取扱金融機関

１災害につき 
   50,000事業資金

地震、火災、風水害等により被害を受けた
もの

産
業
政
策
課

中小企業創造活動
促進法の承認書及
び（財）石川県産
業創出支援機構の
認定書を添えて取
扱金融機関

商工中金・北國銀行
北陸銀行・福井銀行
富山第一銀行
福邦銀行・信用金庫
信用組合

 0.80
無保証人枠
 1.30

必須
原則とし
て無担保

 1.50 以内
 10 年以内　
 （2 年以内）

   70,000
（うち無保証人枠
   20,000）

事業資金
中小企業創造活動促進法に基づく知事の承
認を受け、かつ石川県産業創出支援機構の
審査会の認定を受けた者

（ベンチャー企業
　の新規創業、 
　新分野進出に）
創造的中小企業支援融資

産
業
立
地
課

知事の認定書を
添えて取扱金融
機関

商工中金・みずほ銀行
三井住友銀行・ＵＦＪ銀行
北國銀行・北陸銀行・福井銀行
富山第一銀行・福邦銀行・信用金庫
信用組合・信用農業協同組合連合会

有担保 0.91
無担保 0.94

任意
金融機関
所 定 の 
扱 い

 1.50 以内
 10 年以内　
 （2 年以内）

 500,000
（投資額の2/3以内）

設備資金
県の指定する工場適地等に立地する企業で
雇用増、下請への波及効果のあるもの

（県外企業等の新
　規立地に）
企業立地促進融資

石
川
県
制
度
金
融
一
覧
（
そ
の
2
）
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所
管
課

融資申込先取扱金融機関
信用保証融　　資　　条　　件

資金使途融　資　対　象制　度　名
保証料（年）%付保担保利率（年）%期間（内据置期間）限度額（千円）

観
光
推
進
総
室

取扱金融機関
特認の場合は
知事の認定書
を添えて

商工中金・みずほ銀行
三井住友銀行・ＵＦＪ銀行
北國銀行・北陸銀行・福井銀行
富山第一銀行・福邦銀行 
信用金庫・信用組合
信用農業協同組合連合会

有担保 1.25
無担保 1.35

任意
金融機関
所 定 の 
扱 い

 1.70 以内
 10 年以内　
 （3 年以内）

 100,000
（特認 200,000）設備資金

［一般分］
�旅館（ビジネスホテルを含む）業者
��を構成員とする組合

観 光 施 設
整 備 資 金

（
観
光
関
係
設
備

資
金
）

 1.50 以内
 10 年以内　
 （1 年以内）

 100,000設備資金
県民宿協会の会員又は県民宿協会の推薦を
受けた者

民 宿 整 備 
資 金

労
働
企
画
課

取扱金融機関労働金庫 0.18必須
連帯保証
人 １ 名

 1.075
 　5 年以内
 （1 年以内）

     1,000生活資金
育児・介護休業を取得中の者であって、育
児・介護休業期間終了後、復職することが
確実な者

勤労者育児・
介 護 休 業 
融 資

（
労
働　

　

関
係
）
（健康福祉部関係）

所
管
課

融資申込先取扱金融機関
信用保証融　　資　　条　　件

資金使途融　資　対　象制　度　名
保証料（年）%付保担保利率（年）%期間（内据置期間）限度額（千円）

厚

生

政

策

課

知事の認定書を
添えて取扱金融
機関

商工中金・みずほ銀行
三井住友銀行・ＵＦＪ銀行
北國銀行・北陸銀行・福井銀行
富山第一銀行・福邦銀行 
信用金庫・信用組合
信用農業協同組合連合会

有担保 0.91
無担保 0.94

任意
金融機関
所 定 の 
扱 い

 1.00 以内
 10 年以内　
 （3 年以内）

新築等   30,000
（工事費の 20％以内）
改修   10,000

設備資金
石川県バリアフリー社会の推進に関する条
例及び同規則に基づき、整備基準に適合し
た公益的施設の整備を行う事業者

バリアフリー
施 設 整 備
促 進 融 資

（
バ
リ
ア
フ
リ
ー 
関
係
）

（環境安全部関係）
所
管
課

融資申込先取扱金融機関
信用保証融　　資　　条　　件

資金使途融　資　対　象制　度　名
保証料（年）%付保担保利率（年）%期間（内据置期間）限度額（千円）

環
境
政
策
課

知事の適格証明
書を添えて取扱
金融機関

商工中金・みずほ銀行
三井住友銀行・ＵＦＪ銀行
北國銀行・北陸銀行
福井銀行・富山第一銀行
福邦銀行・信用金庫
信用農業協同組合連合会

有担保 0.91
無担保 0.94

任意
金融機関
所 定 の 
扱 い

一般分 1.50 以内
特利分 1.50 以内

 10 年以内　
   50,000
（特認 100,000）設備資金

環境保全のための施設の設置、知事の適格
証明書の交付を受けた中小企業者又は組合

（ 環境保全関係）
環境保全資金

廃
棄
物
対
策
課

知事の認定書を
添えて取扱金融
機関

商工中金・みずほ銀行
三井住友銀行・ＵＦＪ銀行
北國銀行・北陸銀行
福井銀行・富山第一銀行
福邦銀行・信用金庫
信用農業協同組合連合会

有担保 0.91
無担保 0.94

任意
金融機関
所 定 の 
扱 い

 1.50 以内
 10 年以内　
 （2 年以内）

産業廃棄物最終処分場
 500,000
産業廃棄物焼却施設
 100,000

設備資金
産業廃棄物最終処分場又は産業廃棄物焼却
施設の整備事業を行う中小企業者又は組合

（産業廃棄物　   
　　　処理関係）
産業廃棄物処理 
施設整備資金

※融資利率は、市場金利の動向等により変更する場合があります。

観 光 関 係 融 資 制 度：石川県商工労働部観光推進総室
 （担当：企画調整係）
 TEL（０７６）２２５-１５３８（直通）

バリアフリー関係融資制度：石川県健康福祉部厚生政策課
 （担当：バリアフリー社会推進係）
 TEL（０７６）２２５-１４１３（直通）

　【問い合わせ先】 石川県商工労働部経営支援課（担当：金融係） 石川県庁：〒９２０－８５８０　金沢市鞍月１丁目１番地
 TEL（０７６）２２５－１５２２（直通） TEL（０７６）２２５－１１１１（代表）

労働関係融資制度：石川県商工労働部労働企画課 
 （担当：労働福祉係）
 TEL（０７６）２２５-１５３２（直通）

環境保全関係融資制度：石川県環境安全部環境政策課
 （担当：企画管理グループ）
 TEL（０７６）２２５-１４６１（直通）

企 業 立 地 促 進 融 資 制 度：石川県商工労働部産業立地課 
 （企業誘致担当）
 TEL（０７６）２２５-１５１７（直通）

産業廃棄物処理施設整備関係融資制度：石川県環境安全部廃棄物対策課 
 （担当：一般廃棄物係）
 TEL（０７６）２２５-１４７１（直通）
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中小企業関連ニュース中小企業関連ニュース 中小企業関連ニュース 

中小企業支援制度講座（説明員派遣事業）の
ご案内

中小企業支援制度講座の概要

1．趣　　　　旨

中小企業の方々を対象に、商工労働部の助成・融資制度等の支援制度について、職員が

出かけていって説明をさせていただきます。

2．時期・場所

中小企業者の方がおおむね 10人以上集まる会議・会合に時間をとっていただければ、

職員がお伺いし説明の上、ご質問をお受けします。

※土・日曜日あるいは夜間でもお伺いいたします。

3．内　　　　容

（1）県制度金融について

（2）雇用安定のための助成金・奨励金について

（3）中小企業再生・事業転換支援プログラムについて

（4）モノづくり再生支援プログラムについて

（5）海外展開への支援について

上記（1）～（5）のうち、ご希望のテーマについてご説明いたします。

所要時間は1テーマあたり20～40分程度ですが、会議等の時間に合わせて調整できます。

複数のテーマを同時に組合わせることも可能です。

4．お問い合わせ先

石川県経営支援課（TEL 076－225－1522）

5．そ　 の 他

皆さまには会場のみご用意していただきます。

職員の出張費は無料です。

資料も県で用意いたします。

石川県商工労働部の行っている中小企業向け制度金融や雇用安定化のための助

成金や制度について、職員が出向いてご説明いたします。
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加賀市中小企業融資制度一覧表（その1） 平成16年 4月 1日現在

※融資利率は、変更することがあり、融資実行時点の利率が適用されます。

制度名 融資対象 資金使途
融　　　　　資　　　　　内　　　　　容

取扱金融機関 融資申込先
（受付期間） 所管課

小口事業資金
（県 と 協 調）

商工会議所の会員又はそれ
らの経営指導を受けている
者であって小規模企業者
（従業員40人以内（商業・
サービス業10人以内））等

設備資金

運転資金

15,000

無保証人の場合 12,500

設備 7年以内
（1年以内）

1.600％以内
有担保 0.71%
無担保 0.74%
特別小口 0.50%

北國銀行、北陸銀行、福
井銀行、金沢信用金庫の
市内各支店

商工会議所を経由の
うえ、取扱金融機関

（随時）

観光商工課

金融機関の所定の扱
いによる

限　度　額（千円） 保証料率保証人担　保利　率期間（うち据置期間）

商
　
　
　
工
　
　
　
業
　
　
　
振
　
　
　
興
　
　
　
資
　
　
　
金

新規開業事業
転 業 資 金 中小企業大学校、加賀商工会

議所等が行う開業等に関する
講座を修了した者のうち、県内
に在住し、新規に開業、事業
の転換又は拡大しようとする中
小事業者で別に定める要件を
具備している法人又は個人

設備資金

運転資金

20,000
（事業費の2/3以内）

1.714％以内

北國銀行、北陸銀行、福
井銀行、金沢信用金庫、
加賀農業協同組合の市内
及び山中町各支店

商工会議所を経由の
うえ、取扱金融機関

（随時）

組合強化資金 商工会議所の会員である組
合、組合員

設備資金

運転資金

組　合 50,000

組合員 20,000

設備 7年以内
（1年以内）

1.800％以内
金融機関の所定の扱
いによる

・組合は県信用保証
協会、組合員は、これ
に加賀市転貸保証
協会を加えたいずれ
かの保証を付する。

北國銀行、北陸銀行、福
井銀行、金沢信用金庫の
市内及び山中町各支店、
商工中金金沢支店

取扱金融機関
（随時）

企 業 立 地
促 進 資 金

○加賀市産業条例の助成対象とな
る右記の施設に係る設備投資

15年以内
（3年以内）

1.425％以内
金融機関の所定の扱
いによる

金融機関の所定の
扱いによる 北國銀行、北陸銀行、福

井銀行、金沢信用金庫の
市内及び山中町各支店

市長の認定書を添え
て取扱金融機関

（随時）

①ア～ウ、オのうち県
の地域総合整備資金
の貸付を受ける者

設備資金 500,000
（事業費の2/3以内）

②ア～オの設置 設備資金 300,000
（事業費の2/3以内）

商 店 街
振 興 資 金

①地域商店の特性を活かす
商店街振興事業を行う振
興組合等

②①に係る組合員で卸売・
小売・飲食及びサービス
業を営む者

設備資金

① 100,000
（投下固定資産額の2/3以内）
② 30,000
（投下固定資産額の1/2以内）

10年以内
（2年以内）

1.450％以内
金融機関の所定の扱
いによる

有担保 1.25%
無担保 1.35%

北國銀行、北陸銀行、福
井銀行、金沢信用金庫の
市内及び山中町各支店

市長の認定書を添え
て取扱金融機関

（随時）

運転資金
① 30,000
② 10,000

5年以内
（1年以内）

ア　工場・物流加工施設　　イ　研究所・ソフトウェア業等の事業所　　ウ　保養施設　　エ　高度化事業を実施する組合　　オ　産業振興に係る施設

10年以内
（2年以内）

1.450％以内
金融機関の所定の扱
いによる

有担保 1.25%
無担保 1.35%

石川県企業立地促進融資制
度対象者 （県と協調）

設備投資 500,000
（事業費の2/3以内）

10年以内
（2年以内）

1.500％以内
金融機関の所定の扱
いによる

有担保 0.91%
無担保 0.94%

北國銀行、北陸銀行、福
井銀行、富山第一銀行、
福邦銀行、信用金庫、商
工中金

知事の認定書を添え
て取扱金融機関

（随時）

製造加工業
振 興 資 金

日本標準産業分類大分類に
規定する製造業者

設備資金 30,000
（事業費の2/3以内）

7年以内
（2年以内）

1.800％以内
金融機関の所定の扱
いによる

有担保 1.25%
無担保 1.35%

北國銀行、北陸銀行、福井
銀行、金沢信用金庫の市
内及び山中町各支店

市長の認定書を添え
て取扱金融機関

（随時）運転資金 10,000 5年以内
（1年以内）

運転 5年以内
（1年以内）

設備 10年以内
（1年以内）

運転 7年以内
（1年以内）

運転 5年以内
（1年以内）

1年以上市内に在住し、新
規に開業、事業の転換又は
拡大しようとする中小事業
者で別に定める要件を具備
している法人又は個人

設備資金

運転資金

10,000
（事業費の2/3以内）

県信用保
証協会の
所定の扱
いによる

有担保 0.95%
無担保 1.05%

1名以上
（法人の場
合は代表
者を含め 
2名以上）

設備 7年以内
（1年以内）

運転 5年以内
（1年以内）
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平成 16年 4月 1日現在

※融資利率は、変更することがあり、融資実行時点の利率が適用されます。
加賀市中小企業融資制度一覧表（その2）

───

観光商工課

中 小 企 業
季 節 資 金

中小企業者 運転資金 5,000 6ヵ月以内 1.650％以内
金融機関の所定の扱
いによる

北國銀行、北陸銀行、福井
銀行、金沢信用金庫の市
内及び山中町各支店

取扱金融機関
　　盆　：6/15～8/31
　年末：11/1～12/30

観光振興資金 旅館業者又は旅館業者を構
成員とする組合員

30,000
1.600％以内

金融機関の所定の扱
いによる

有担保 1.25%
無担保 1.35%

商工中金金沢支店
取扱金融機関

（随時）

①県民宿協会の会員
②県民宿協会の推薦を受け
た者

設備資金 10,000 10年以内
（1年以内）

1.500％以内
金融機関の所定の扱
いによる

有担保 1.25%
無担保 1.35%

北國銀行、北陸銀行、福井
銀行、富山第一銀行、福邦
銀行、信用金庫、商工中金

取扱金融機関
（随時）

制度名 融資対象 資金使途
融　　　　　資　　　　　内　　　　　容

取扱金融機関 融資申込先
（受付期間） 所管課

限　度　額（千円） 保証料率保証人担　保利　率期間（うち据置期間）

商
　工
　業
　振
　興
　資
　金

設備資金

運転資金 15,000

10年以内
（2年以内）

5年以内
（1年以内）

民宿整備資金
（県と協調）

（ ）

公害防止施設
整 備 資 金

公害防止施設を設置しよう
とする者

設備資金 10,000 10年以内
（1年以内）

1.700％以内
金融機関の所定の扱
いによる

金融機関の所定の
扱いによる
信用保証一般枠

北國銀行、北陸銀行、福
井銀行、金沢信用金庫の
市内各支店

市長の認定書を添え
て取扱金融機関

（随時）
環境安全課環

境

勤労者生活
安定小口資金

勤労者 生活資金 1,000 3年以内 2.550％以内
金融機関の所定の扱
いによる

未組織労働者
0.80％

北陸労働金庫大聖寺支店
取扱金融機関

（随時）
勤
労
者
福
祉
向
上
資
金

観光商工課
育児・介護
休 業 資 金

育児・介護休業取得者 生活資金 1,000 5年以内 1.050％以内
金融機関
の所定の
扱いによる

未組織労働者
0.80％

北陸労働金庫大聖寺支店
取扱金融機関

（随時）

消 費 生 活
協同組合資金

消費生活協同組合
設備資金 1,000 7年以内 2.600％以内 金融機関の所定の扱

いによる
─── 北陸労働金庫大聖寺支店

取扱金融機関
（随時）

1名以上

9,000 1年以内 1.970％以内運転資金

※
延払いによる機
械設備貸与資金

石川県鉄工機電協会の会員 設備資金 60,000
（特別枠　80,000）

7年以内
（貸与年度内）

2.750％以内
（利子補給

0.5％）
───

対象機械価格額の
10％相当額

石川県鉄工機電協会
石川県鉄工機電協会
（協会で定める期間）

連帯
保証人
2名以上

他
団
体
の
制
度
金
融

観光商工課

※
労働者福利厚
生貸付資金

担保力の乏しい労働者
（未組織労働者）

生活資金

住宅資金

指定金融機関の定める　
貸出限度額に同じ

5年～25年以下

生活
8.90％

住宅
～2.53％

───

無担保
0.88％以内

有担保
0.18％以内

労働者信用基金協会
北陸労働金庫大聖寺
支店

連帯
保証人
1名以上

※
勤労者貸付金

組織労働者
生活資金

住宅資金

指定金融機関の定める 
貸出限度額に同じ

5年～25年以下

生活
8.90％

住宅
～2.53％

金融機関
の所定の
扱いによる

─── 北陸労働金庫大聖寺支店
北陸労働金庫大聖寺
支店

連帯
保証人
1名以上

県
内
各
市
の
融
資
制
度

加賀市役所　地域支援部観光商工課　 TEL 0761－72－7900
環境安全課　 TEL 0761－72－7890



18

小松市中小企業融資制度一覧表（その1） 平成16年 4月 1日現在

※融資利率は、変更することがあり、融資実行時点の利率が適用されます。

制　度　名 融資対象 資金使途
融　　資　　条　　件

取扱金融機関等 所　轄　課

経
営
安
定
支
援

中 小 企 業
振 興 資 金

市内で1年以上同一事業
を営んでいる中小企業者

設 備 資 金 40,000

金融機関所定の扱い

北 國 銀 行
北 陸 銀 行
福 井 銀 行
富 山 第 一 銀 行
福 邦 銀 行
北 陸 信 用 金 庫
金 沢 信 用 金 庫
鶴 来 信 用 金 庫
商工組合中央金庫

商 工 振 興 課

限　度　額（千円） 期　間（内据置期間） 利率（年）％ 担　保 保証人

商 工 振 興 課

起業家支援資金
市内で新たに事業を開始
しようとする者（開業後
1年未満の者含む）

事 業 資 金 7,000

中 小 企 業
季 節 資 金

市内で1年以上同一事業
を営んでいる中小企業者

夏季・年末
の運転資金 5,000 6ヵ月以内 1.65 商 工 振 興 課

中小企 業立地
促 進 資 金

市内で工場等の新・増設を
行う中小企業者（一部市外
中小企業者の立地も可）

設 備 資 金 100,000
（投資額の3分の2以内で）

土地建物 10年以内（1年以内）
機械設備 7年以内（1年以内）

1.55 商 工 振 興 課

組
合
支
援 高 度 化 事 業

助 成 資 金

中小企業総合事業団の資
金助成の対象となった高
度化事業を行う組合

設 備 資 金
100,000

（総事業費－中小企業総合事業
団及び県融資額）の80％以内で

10年以内（6ヵ月以内） 1.60
金 融 機 関
所定の扱い

組合の役員

組 合 体 質
強 化 資 金

市内で1年以上経済事業
を行っている組合及び組
合員

事 業 資 金
共同 50,000
転貸 10,000

運転 5年以内（6ヵ月以内）
1.60

特
定
目
的
事
業
支
援

公共事 業推進
商店振 興資金

公共事業工事で影響のあ
る商店

運 転 資 金 1,000 3年以内（6ヵ月以内） 1.60

金融機関所定の扱い

都 市 計 画
事業設 備資金

市街地再開発事業、都市
計画街路事業で建築・取
得する者

建築取得資金 15,000
（費用の40％以内で）

耐火建築物
15年以内（6ヵ月以内）

その他の建築物
12年以内（6ヵ月以内）

1.60

環境保 全防止
施設整 備資金

公害の発生及び地球温暖化を
防止するための施設を整備す
る中小企業者・組合・個人

環 境 保 全
施 設 資 金

個人・会社 5,000
組合 10,000 5年以内（6ヵ月以内） 1.60

防 火 設 備 等
整 備 資 金

防火区域内における消防
用設備をする者

消 防 用
設 備 資 金

10,000
一定施設 20,000

7年以内（6ヵ月以内）
一定施設 10年以内（6ヵ月以内）

1.60

下水道宅内工事
促 進 資 金

農業集落排水処理区域内で
の便所等の改造をする者

改 造 資 金 1,600 5年以内 1.10

設備 7年以内（6ヵ月以内）

中 小 企 業
緊急支 援資金

市内で1年以上同一事業
を営んでいる中小企業者

運 転 資 金 20,000 6年以内（6ヵ月以内） 1.50

7年以内（6ヵ月以内） 1.60

融資申込先

市長の適格証明書を
添えて取扱金融機関

市長の適格証明書を
添えて取扱金融機関

取 扱 金 融 機 関
6月15日～8月31日（夏季）
11月1日～12月末日（年末）

市長の適格証明書を
添えて取扱金融機関

支

援

新
規
立
地

支

援

起

業
6年以内（6ヵ月以内） 1.50

市長の適格証明書を
添えて取扱金融機関

商 工 振 興 課

取 扱 金 融 機 関 商 工 振 興 課

市長の適格証明書を
添えて取扱金融機関

商 工 振 興 課

北 國 銀 行
北 陸 銀 行
福 井 銀 行
富 山 第 一 銀 行
福 邦 銀 行
北 陸 信 用 金 庫
金 沢 信 用 金 庫
鶴 来 信 用 金 庫

市長の適格証明書を
添えて取扱金融機関

下水道普及促進課・
道路課・都市計画課・
料 金 業 務 課

市長の適格証明書を
添えて取扱金融機関

都 市 計 画 課

市長の適格証明書を
添えて取扱金融機関

環 境 企 画 課

消防長の適格証明書を
添えて取扱金融機関

消防本部　予防課

小松市農業協同組合
市長の適格証明書を
添えて取扱金融機関

農 務 課

水洗便所改造資金 既設の便所を水洗便所に
改造する者

改 造 資 金 700 4年以内 無利子 下水道普及促進課 下水道普及促進課連帯保証人 1名

信用保証協会
所 定 の 扱 い

金融機関所定の扱い

1名以上（法人の
場合は代表者を
含め2名以上）

地域下水道排水
設備工事促進資金

既設の便所を水洗便所に
改造する者

改 造 資 金 700 4年以内 無利子 下水道普及促進課 下水道普及促進課連帯保証人 1名

中
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平成 16年 4月 1日現在

※融資利率は、変更することがあり、融資実行時点の利率が適用されます。
小松市中小企業融資制度一覧表（その2）

労働者福利
厚 生 資 金

制　度　名 融資対象 資金使途
融　　資　　条　　件

取扱金融機関等 所　轄　課

労
　
働
　
関
　
係

（労働者生活資金） 労働組合組織に加入して
いる者

住宅・生活
資 金

限　度　額（千円） 期　間（内据置期間） 利率（年）％ 担　保 保証人

勤労者小口資金
市内に1年以上在住し、同一
事業所に1年以上勤務してお
り、扶養家族を有する勤労者

生 活 資 金 1,000

住　宅 35年以内
生　活 10年以内
（教育ローン 15年以内）

勤労者 育児・
介護休業生活資金

育児・介護休業取得中の者
で育児・介護休業期間終了
後復職することが確実な者

生 活 資 金 1,000 5年以内
（500千円以下の場合は3年以内）

1.05

変動
2.225～2.575
固定
1.25～2.80

融資申込先

3年以内 2.55

連帯保証人 1名 北 陸 労 働 金 庫 北 陸 労 働 金 庫 商 工 振 興 課

住　宅 100,000
生　活 5,000

住宅資金　有
生活資金　無

協会保証付
により原則
不 要

北 陸 労 働 金 庫 北 陸 労 働 金 庫 商 工 振 興 課

上記を除く勤労者
住宅・生活
資 金

住　宅 35年以内
生　活 10年以内
（教育ローン 15年以内）

変動
2.225～2.575
固定
1.25～2.80

住　宅 70,000
生　活 5,000

協会保証付
（場合により
保証人要）

北 陸 労 働 金 庫 北 陸 労 働 金 庫 商 工 振 興 課（ ）
無

取扱金融機
関所定の扱
い

北 陸 労 働 金 庫 北 陸 労 働 金 庫 商 工 振 興 課

県に協調している制度

貸
与
支
援

機
械
設
備

企業立地促進資金

県の指定する工場適地等
に立地する企業で雇用
増、下請への波及効果の
ある者

設 備 資 金 500,000
（投資額の3分の2以内で）

10年以内（2年以内） 1.50 金融機関所定の扱い

商工中金・北國・北
陸・福井・富山第
一・福邦銀行、信用
金庫、みずほ・三井
住友・UFJ

知事の認定書を添え
て 取 扱 金 融 機 関

県 産 業 立 地 課

特別小口：小規模事業者
（従業員20名以内（商業・
サービス業5名以内））

12,500 無

経
営
安
定
支
援

追認小口事業資金

商工会議所会員又は経営指導を受
けている者で従業員40名以内（商
業・サービス業10名以内）

事 業 資 金

15,000
設　備 7年以内（1年以内）
運　転 5年以内（1年以内） 1.60

無

原則として市指定
の 金 融 機 関

商工会議所経由のう
え 取 扱 金 融 機 関

県 経 営 支 援 課

小松市商工振興課 0761－24－8074
小松市下水道普及促進課 0761－24－8097
小松市都市計画課 0761－24－8099
小松市道路課 0761－24－8085
小松市料金業務課 0761－24－8114

【問合せ先】 小松市環境企画課 0761－24－8067
小松市消防本部予防課 0761－20－2708
小松市農務課 0761－24－8079

小松商工会議所 0761－21－3121
石川県経営支援課 076－225－1522
石川県産業立地課 076－225－1516
北陸労働金庫 0761－22－3342
（社）石川県鉄工機電協会 076－268－0121

鉄工協会延払機
械設備貸与資金

中小企業者、協同組合等
の共同事業施設。機械金
属、電機電子工業等に使
用する設備等

機械貸与資金 60,000
特認 80,000 7年以内（借入年度内） 2.75

頭 金 10％
無

2 名 以 上

その他の団体に協調している制度

新
規
立
地
支
援

県
外
企
業
等
の

石川県鉄工機電協会 石川県鉄工機電協会 石川県鉄工機電協会

金 融 機 関
所定の扱い

無

住宅資金　有
生活資金　無

当座貸越；小口融資利用
者のうち、一定の財務要
件等を満たす者

5,000 2年以内 無
金 融 機 関
所定の扱い

1.65

県
内
各
市
の
融
資
制
度
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制　度　名 融　　資　　対　　象 資金使途
融　　資　　条　　件

融資申込先

中 小 企 業
経 営 安 定 資 金

商工会議所の会員若しくは経営指導を受けて
いる中小企業者

（事業資金）
事業経営の安定及び合理化

1企業 1,500万円以内
1組合 1,500万円以内
（特認）3,500万円以内

（運転資金） 5年以内
（据置期間6カ月以内）

（設備資金） 7年以内
（据置期間1年以内）

年1.60％ 金融機関の取扱い
（商工会議所）

会頭の認定書を添えて取扱
金融機関

限　度　額 返　済　期　間 利　率 返済方法 担保・保証人

元金均等
月賦償還

中 小 企 業
特別支援融資資金

商工会議所の会員若しくは経営指導を受けて
いる中小企業者で最近３ヵ月又は６ヵ月の売
上が前年又は２、３年前の同期に比較して減
少している者

（運転資金）
事業経営の安定及び合理化
※代替は不可

1企業 1,500万円以内 7年以内
（据置期間1年以内）

年1.20％ 金融機関の取扱い
（商工会議所）

会頭の認定書を添えて取扱
金融機関

元金均等
月賦償還

中小企業季節資金 市内において引き続き１年以上同一の事業を
営んでいる中小企業者

（運転資金）
夏季及び年末年始の資金
需要

1企業 500万円以内 6カ月以内 年1.65％ 金融機関の取扱い

（取扱金融機関）
申込期間
　夏　　季　6/15～8/31
　年末年始　11/1～12/31

元金均等
月賦償還

店 舗 近 代 化 資 金
商工会議所の会員若しくは経営指導を受けて
いる中小企業者（卸売業、小売業及びサービ
ス業を営んでいる者）

（設備資金）
店舗の新築、改築、増築
及び店内施設の設置並び
に顧客専用駐車場（用地
取得費は除く）の整備

1企業 1,000万円以内 7年以内
（据置期間1年以内）

年1.40％ 金融機関の取扱い
（商工会議所）

会頭の認定書を添えて取扱
金融機関

元金均等
月賦償還

企業体質改善資金 市内に事業所（製造業）を有し、１年以上引
き続き同一事業を営む中小企業者

（設備資金）
機械設備の設置及び生産
設備を建設する者

1企業 1,500万円以内
1組合 2,000万円以内
（いずれも総事業費の3/4以内）

7年以内
（据置期間1年以内）

年1.60％ 金融機関の取扱い
（市商工観光課）

市長の認定書を添えて取扱
金融機関

元金均等
月賦償還

中 小 企 業 創 業 者
支 援 融 資 資 金

①信用保証協会の保証対象となる業種の中小
企業を市内で創業するために具体的な計画
を有する者
②中小企業を市内に創業して1年に満たない者

（事業資金）
開業に必要な資金 1,000万円 10年以内

（据置期間2年以内）

年1.40％
45歳以上
年1.20％

金融機関の取扱い
（市商工観光課）

市長の認定書を添えて取扱
金融機関

元金均等
月賦償還

誘致工場建設資金
（一 般 分）

市における工場立地の促進に関する条例第３
条に定める企業又は市長が特に認める企業の
代表者

（設備資金）
基準内用地の取得費又は
基準内工場の新設若しく
は増設

1企業 5億円以内
（総事業費の2/3以内）

10年以内
（据置期間2年以内）

年1.70％ 金融機関の取扱い
（市経済振興課）

市長の認定書を添えて取扱
金融機関

元金均等
月賦償還

勤 労 者 小 口 資 金
（生活資金）

生活の維持・向上に必要
な資金全般

1人 70万円 3年以内 年 2.55％ 金融機関の取扱い （取扱金融機関）
元金又は
元金均等
月賦償還

引き続き1年以上市内に居住し、同一事業所
に1年以上勤務する者

育 児 ・ 介 護 休 業
取 得 者 融 資 資 金

（生活資金）
育児介護休業取得期間中
に必要とする生活資金

1人 100万円
5年以内

※但し借入額が50万円以下
の場合は3年以内

年 1.05％ 金融機関の取扱い
（市経済振興課）

市長の認定書を添えて取扱
金融機関

元金均等
月賦償還

市内に居住し、育児介護休業を取得中又は取
得しようとする者で、育児介護休業期間終了
後復職することが確実な者であり市税を完納
し育児介護休業に係る他の公的融資を利用し
ていない者

松任市経済振興課 076－274－9543【問合せ先】
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松任市中小企業融資制度一覧表 平成16年 4月 1日現在

※融資利率は、変更することがあり、融資実行時点の利率が適用されます。
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平成 16年 4月 1日現在

※融資利率は、変更することがあり、融資実行時点の利率が適用されます。
金沢市中小企業融資制度一覧表

制　度　名 ご融資対象事業等
ご融資対象者 ご融資額限度（千円） ご返済期間 返済方法 利率 担保・連帯保証人 取扱金融機関等

ご融資申込・受付先

産
業
振
興
資
金

元金均等
償 還

低　　利
固定金利

※融資実
行時点の
利率適用

金融機関の定
めるところに
よります

商 工 中 金
北 國 銀 行
北 陸 銀 行
福 井 銀 行
富山第一銀行
福 邦 銀 行
金沢信用金庫
北陸信用金庫
のと共栄信用金庫
興能信用金庫

金沢市環境保全課
TEL 076（234）5122

一 般 分

店舗、事務所、その他の事業所、
従業員のための福利厚生施設の 
新設および増設ならびに機械設備
その他の関連設備の設置の事業

中小企業者
および組合

特
定
設
備
資
金

企業立地促進資金
特定事業所、先端技術工場および特
定地区内の工場の新設、増設または
取得の事業

企　業　者
（製造業など）

元金均等
償 還

同　上

金融機関の定
めるところに
よります

産業振興資金に同じ

随　　時

金沢市商業振興課
TEL 076（220）2204

中心市街地活性化事業
資 金

中心市街地への出店および市街地
再開発ビルへの出店のために必要
な事業 

事業認定を受けた
中小企業者および組合
（小売業、一般飲食店など）

伝統産業工房等整備資金
伝統工芸品の製作作業所の新築、
改築（改装を含む）および増築 
ならびに機械設備の設置の事業

伝統産業従事者

機械工業構造改善事業貸付金
（機械貸与）

市内の中小企業を中心に鉄工業界
の構造改善を図る

中小企業者
貸付の翌年度
から均等償還

無担保・2名以上
（完済後に機械の
所有権移転）

石川県鉄工機電協会
石川県鉄工機電協会
TEL 076（268）0121

経
営
安
定
資
金

中 小 企 業 創 業 者
支 援 資 金

創業のため若しくは、創業後経営
の安定に必要な事業資金

創業を図り又は
創業して１年未満の

中小企業者

金融機関の定
めるところに
よります

産業振興資金に同じ

随　　時
取扱金融機関

季 節 資 金 季節的資金需要に対する融資の 
円滑化を図る

中小企業者
および組合

追 認
小 口 分

小規模事業者の融資の円滑化を促進
するため追認保証により融資する

従業員40名以内
（商業サービス業10名以内）
の中小企業者

無担保・1名以上
（信用保証必須）

随　　時
金沢商工会議所
TEL 076（263）1161
森本商工会

TEL 076（258）0276

分割また
は一括

１事業 100,000
（総事業費の3/4以内）

１事業 500,000
（総事業費の3/4以内）

１企業 100,000１組合

１事業 20,000
（総事業費の3/4以内）

１企業 60,000
（特） 80,000

１企業 20,000

１企業 6,000
１組合 10,000

１企業 15,000

13年以内
土地付15年以内

（ほかに１年以内据置）

15年以内
（ほかに１年以内据置）

13年以内
土地付15年以内
（同　上）

10年以内
（同　上）

7年以内
（同　上）

6年以内
（6ヵ月以内据置含む）

6ヵ月以内

運転5年以内
（1年以内据置含む）
設備7年以内

（1年以内据置含む）

元金均等
償 還

夏季資金６月～８月
年末資金11月～12月
取扱金融機関

中小企業振興特別資金 長期事業資金を融資し、経営の安
定を図る

中小企業者
および組合

同　上

元金均等
償 還

１企業 40,000１組合
7年以内

（2年以内据置含む）

鶴来信用金庫
石動信用金庫
金沢中央信用組合
大野信用組合
石川県医師信用組合
三井住友銀行
み ず ほ 銀 行

　
　
　

特 別 分
ホテル、旅館、料亭および共同施設
の新設および増設ならびに機械設備
その他の関連設備の設置の事業

中小企業者
および組合

１事業 100,000
特に必要と認められる場合は
　200,000 （同　上）

13年以内
土地付15年以内
（同　上）

公 害 防 除 資 金
事業所から発生する公害を防除す
るための施設の設置および土壌汚
染対策の事業

中小企業者 １事業 100,000
（総事業費の9/10以内）

10年以内
（同　上）

中小企業情報化推進資金 企業の情報化に必要な事業
事業認定を受けた
中小企業者および組合

１企業 20,000１組合
10年以内

（1年以内据置含む）

産業振興資金に同じほか
イオ信用組合

随　　時

金沢市商業振興課
TEL 076（220）2204

融　　　　資　　　　　内　　　　　容

産業振興資金に同じ
（石川県医師信用組合を除く）

産業振興資金に同じ
（石川県医師信用組合を除く）

緊急経営安定特別資金
（セーフティネット資金）

経営安定関連保証（信用保険法第
2条第3項第1～8号）の信用保証を
受けて、経営の安定を図る

経営安定関連保証
（1～8号）の信用保証を
受ける中小企業者
および組合

１企業 50,000１組合

運転5年以内
（1年以内据置含む）
設備7年以内

（1年以内据置含む）

同　上
（信用保証必須）

同　上

当 座
貸 越 分

小 口
事業資金

小規模事業者の融資の迅速化を促進
するため当座貸越により融資する

追認小口分利用者の
うち一定の財務要件を
充たす中小企業者

１企業 5,000
（追認小口分の内枠）

2年以内
随時また
は 約 定

低　　利
変動金利

県
内
各
市
の
融
資
制
度
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羽咋市中小企業融資制度一覧表 平成16年 4月 1日現在

※融資利率は、変更することがあり、融資実行時点の利率が適用されます。

制度名 ご融資対象事業等
ご融資対象者 ご融資額 融資期限 返済方法 利　率 担保・保証人 取扱金融機関

羽咋市経営
支 援 融 資
お よ び
同利子補給金

羽咋市内に住所又は
事業所を有し、原則
として、1年以上継
続して同一の事業を
営んでいる方。

経営支援融資を受
けられた方で、最
近3カ月間の平均
売上（生産）額が
前年同期の月平均
売上（生産）額に
比して10％以上又
は6カ月平均5％以
上減少している方

運転資金
1,000万円以内

設備資金
1,500万円以内

運転資金
5年以内

（据置1年以内）

設備資金
7年以内

（据置1年以内）

元金均等
返　　済

年1.7％
た だ し、
毎年 9月
末日に利
率を見直
します。

取扱い金融機
関所定による。

北國銀行羽咋支店
北陸銀行羽咋支店
興能信用金庫羽咋支店
のと共栄信用金庫羽咋支店

融　　　　資　　　　内　　　　容
利子補給額

融資額の
1％以内

信用保証

取扱い金融機
関所定による。

中
小
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業
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〈申込期間〉平成17年3月31日まで

〈受付窓口〉

1、申し込み受付窓口は、取扱金融機関です。

2、申し込み用紙等は、市商工観光課・商工会及び取扱金融機関の窓口にあります。

3、申し込み用紙の記載要領は、市または商工会の窓口でもご相談に応じます。

4、その他、次の書類等が必要となります。

（イ）最近の決算書あるいは営業報告書（直近のもの）

（ロ）印鑑証明（3カ月以内）

（ハ）住民票又は登記簿抄本（法人）

（ニ）利子補給金を受けようとする方は、売上（生産）額が減少していることを証するもの

（ホ）その他金融機関所定の書類

5、問合せ先

羽咋市商工観光課　　0767-22-1118
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平成 16年 4月 1日現在

※融資利率は、変更することがあり、融資実行時点の利率が適用されます。
七尾市中小企業融資制度一覧表

融資制度名 融　資　対　象
限度額（千円） 貸付（据置）期間 返済方法利　　率 担　保 指定金融機関

追認保証小口事業資金
（県と協調）

特 別 小 口

市内に事業所を有し、1年以上引き続き同一の事業
を営んでいる小規模事業者（中小企業基本法第2条
第1項に規定する中小企業者）

15,000 運転 5年以内
　
　

設備 7年以内

月賦償還

一括償還

1.60％

要せず

北 國 銀 行
北 陸 銀 行
富山第一銀行
のと共栄信用金庫
興能信用金庫

左記指定金融機関
七尾市産業部商工観光課
七尾商工会議所

融　　　　資　　　　内　　　　容
資金使途

運 転 資 金

設 備 資 金

保証人

1名以上

問合せ先

中
　
　
小
　
　
企
　
　
業
　
　
振
　
　
興
　
　
資
　
　
金

店 舗 改 装 資 金
市内に引続き1年以上同一の事業を営む卸小売商業
者（資本の額又は出資の総額が5,000万円以下。従
業員が50人以下。）

5,000 7年以内
（12ヶ月限度据置）

月賦償還1.60％ 要せず
（付保の場合は指
定金融機関の取
扱いによる）

店舗増改築店内の
改装駐車場設置

1名以上

観光施設整備資金
市内に旅館施設を有する者。土産品の製造販売を1
年以上営む者（資本の額又は出資の総額が5,000万
円以下。従業員が100人以下。）

観光施設の整備改善

機 械 設 備
近 代 化 資 金

市内に引続き1年以上同一の事業を営む工業者（資
本の額又は出資の総額が1億円以下。従業員が300
人以下。）

機 械 器 具
装 置 の 購 入

経 営 安 定 資 金
市内に住所・事業所を有し、1年以上同一場所で同
一事業を営む者（中小企業基本法第2条第1項に規
定する中小企業者）

5,000 5年以内
（12ヶ月限度据置）

1.60％運 転 資 金

共 同 施 設
設 置 資 金

事業協同組合、事業協同小組合、商工組合、商店街振
興組合、環境衛生同業組合、企業組合、協業組合

30,000 10年以内
（12ヶ月限度据置）

月賦償還
一括償還

1.60％
商工中金の取扱
いによる

商工中金
商工中金金沢支店
七尾市産業部商工観光課
七尾商工会議所

施 設 設 置、
土 地 購 入 等

商工中金の取
扱いによる

工場集団化工場
共 同 化 資 金

事業協同組合、事業協同小組合、企業組合、協業組
合

工業団地の造成、
共同工場の建設

店 舗 等
集 団 化 資 金

事業協同組合、事業協同小組合（資本の額又は出資
総額が1,000万円以下。従業員が50人以下。）

卸売団地の造成

商 店 街
近 代 化 資 金

事業協同組合、事業協同小組合、商工組合、商店
街振興組合

商店街の環境整備

小売商業店舗
共 同 化 資 金

事業協同組合、事業協同小組合、中小小売商業者
による会社

スーパーマーケット
等 の 共 同 設 立

辺地産業育成資金
市内に住所を有し、1年以上辺地地域において同一
事業を営む者（石川県信用保証協会の保証対象業
種）

5,000 5年以内
（12ヶ月限度据置）

月賦償還
半年賦償還

1.60％
要せず

（付保の場合は指定金融機
関の取扱いによる）

のと共栄信用金庫
商工中金金沢支店
七尾市産業部商工観光課
七尾商工会議所

運 転 資 金
設 備 資 金

1名以上

観
光
施
設
整
備
資
金

一 般 事 業 市内の旅館業を経営する者で、原則として1年以上
引続きその事業を営んでいる者 50,000 10年以内

（3年据置）
月賦償還1.70％

指定金融機関の
取扱いによる

北國 銀行、北陸 銀
行、富山第一銀行、
のと共栄信用金庫、
興能信用金庫、商工
中金

左記指定金融機関
七尾市産業部商工観光課
七尾商工会議所

設 備 資 金

指定金融機関
の取扱いによる

特 別 事 業
市内の旅館業を経営する者で、原則として1年以上
引続きその事業を営んでいる者であって、石川県
地域総合整備資金の貸付を受ける者

300,000 15年以内
（3年据置）

月賦償還1.50％設 備 資 金

高
度
化
資
金

12,500 （保証料 0.5％） 要せず

月賦償還

延払機械設備貸与資金 市内の中小企業を中心に鉄工業界の構造改善のた
めの設備を県鉄工機電協会が購入し貸与 

1企業 60,000
（特） 80,000

7年以内
（12ヶ月限度据置）

0.90％
貸付の翌年
度から均等
償還

無担保機械の所
有権は完済後所
有権移転

2名以上 石川県鉄工機電協会 石川県鉄工機電協会

中小企業創業者支援資金
市内に事業所を開業する者で、原則として引続き1
年以上市内に居住する者（中小企業基本法第2条第
1項に規定する中小企業者）

運 転 資 金

設 備 資 金
10,000

運転 5年以内

設備 7年以内
1.60％

月賦償還

一括償還

指定金融機関の
取扱いによる

指定金融機関
の取扱いによる

北國銀行、北陸銀行、富
山第一銀行、のと共栄信
用金庫、興能信用金庫

左記指定金融機関
七尾市産業部商工観光課
七尾商工会議所

七尾市産業部商工観光課商工係　　七尾市袖ヶ江町イ部25番地 電話　0767－53－8424（直通）　FAX　0767－52－2812【問合せ先】
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融
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珠洲市中小企業融資制度一覧 

輪島市中小企業融資制度一覧 

1．商品開発等補助金（珠洲市新商品開発等支援事業費補助金） 

市内にある資源を活用した新製品開発に要する経費や製造に係る設備投資、及び市場の開拓と販路拡大をする企

業者等に対し、補助金を交付するものです。 

この制度は平成14年度から実施しているものであり、本年度も引き続き実施いたします。交付申請書の様式等は

商工観光課にお問合せ下さい。 

補助対象区分 補助対象費用 
補 助 基 準  

補 助 率  限 度 額  

【補助制度等についての問い合わせ先】 

　　珠洲市商工観光課 電話　0768-82-7776　　FAX　0768-82-5220 
 E-mail　syoukou@city.suzu.ishikawa.jp

2．特産品コンクール（珠洲市新特産品コンクール顕彰事業） 

新しい産業の創出や地域振興と活性化のために、従来の分野に加え新しいものづくりを推進することが不可欠であ

ることから、新特産品をみいだすために試作品のコンクールを行い、広く市民からのアイデアを募集するものです。 

審 査 方 法  珠洲市新商品等開発審査会において審査し決定する。 

顕 彰 の 時 期  年１回実施する。 

顕 彰 の 方 法  審査会の会長がその功績を記した賞状及び副賞を贈る。 

新 商 品 等  
研 究 開 発 費  

（1）新商品等研究開発費（地域産業の振興に寄与すると思慮される
新商品等の研究開発等に要する費用（当該新商品等の開発を目的に
研究等を開始してから3年以内の費用に限る。） 

1／2以内 100万円 

新 商 品 等  
生産体制整備費 

（2）新商品等生産体制整備費（新商品等の製造に要する設備投資に
要する費用（当該新商品等を開発してから3年以内の費用に限る。） 

1／2以内 100万円 

新 商 品 等  
販 売 拡 大 費  

（3）新商品等販売拡大費（新商品等の販売開拓等に要する費用（当
該新商品を開発してから3年以内の費用に限る。） 

1／2以内 100万円 

制　度　名： 輪島市中小企業経営安定資金（輪島市制度） 

融資対象者： 輪島市内において1年以上引き続き同一の事業を営み、商工会議所会員又は経営指導を受けている 
 中小企業者で、市税を滞納されていない者 

融 資 条 件： 

信 用 保 証： 付　保／任意　　保証料／有担保の場合 1.25％、無担保の場合 1.35％ 

取扱金融機関： 北國銀行、北陸銀行、興能信用金庫、富山第一銀行、のと共栄信用金庫 

5年以内（据置5ケ月以内） 

5年以内（据置1年以内） 

8年以内（据置8ケ月以内） 

融資利率（年） 

1.60％以内 

返済期間 融資限度額（千円） 使途 

特別融資枠 2,000

 20,000

金融機関所定の扱い 

担保・保証人 

 10,000

運転 

設備 

※利用促進策 

　輪島市中小企業経営安定資金の利用者は、平成14年度～16年度の新たな融資申込者（借替含む）に限り0.35％の利子補給を行っています。 

平成16年4月1日現在　 
※融資利率は、変更することがあり、融資実行時点の利率が適用されます。 

平成16年4月1日現在　 
※融資利率は、変更することがあり、融資実行時点の利率が適用されます。 

【問合せ先】　輪島市産業経済部商工業課　0768-23-1147
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中小企業関連ニュース中小企業関連ニュース 中小企業関連ニュース 県内各市の融資制度
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中小企業関連ニュース中小企業関連ニュース 中小企業関連ニュース 

石川県産業創出支援機構
設備資金貸付事業・設備貸与事業・

モノづくり等設備貸与事業
平成16年度、石川県産業創出支援機構では、以下の貸付・貸与事業を実施します。

設備資金貸付
【内容】 創業・経営基盤の強化に必要な設備資金の1/2以内を長期・無利子で貸付

【貸付限度額】 50万円～4,000万円（特例25万円～6,000万円）

【利息】 無利子

【期間】 7年以内（うち据置期間半年または1年以内）

※保証人必要。貸付金額1,000万円超の場合、原則として物的担保が必要

設備貸与（割賦・リース）
【内容】 創業・経営基盤の強化に必要な設備を ISICOが代わって購入し、

長期・低利で貸与（割賦またはリース）

【貸付限度額】 100万円～6,000万円

【利息】 割賦損料／年2.75%（実質金利2.00～2.25%）

リース料／月1.408%（7年）～3.006%（3年）

【期間】 割　賦／7年以内（うち据置期間半年または1年以内）

リース／3～7年（設備引渡の翌月より、毎月自動振込）

※保証金10%（割賦制度）。原則として保証人のみ

モノづくり等設備貸与（割賦）
【内容】 創業・経営基盤の強化に必要な設備を ISICOが代わって購入し、

長期・低利で貸与（割賦）

※ただし次のいずれかに該当する企業であること

●モノづくり再生支援プログラム対象企業

●経営革新支援法等承認企業　●地域貢献型企業

【貸付限度額】 100万円～6,000万円

【利息】 割賦損料／年2.75%（実質金利2.00～2.25%）

【期間】 割　　賦／7年以内（うち据置期間半年または1年以内）

※保証金10%（割賦制度）。原則として保証人のみ

さらに、利子補給を実施します。

● IT（情報技術）分0.75%

●モノづくり再生支援分0.75% ●一般分0.50%

●お問い合わせ

県産業創出支援機構 企業振興部　TEL 076-267-1140



26

中央会事業中央会事業だより 中央会事業だより 

第28回　青年中央会通常総会開催される
平成16年度青年中央会通常総会が5月 25日（火）午後5時からホテル日航金沢において99人の

出席者のもと開催されました。
総会は、北村理事の司会進行により開催、長池会長の挨拶のあと、来賓紹介があり、議長に長池

会長を選任し、第1号議案「平成15年度事業報告書、収支決算書並びに剰余金処分（案）承認の件」、
第2号議案「平成 16年度事業計画書（案）並びに収支予算書（案）承認の件」、第3号議案「平成
16年度経費の賦課並びに徴収方法決定の件」、第4号議案「会則一部変更の件」、第5号議案「役員
改選の件」の5議案が上程され、すべて原案どおり承認可決されました。
今回の役員改選においては、長池会長は青年中央会顧問に、新会長には松本雅之副会長(大松水産

㈱代表取締役）が就任しました。
なお、松本新会長は石川県中小企業団体中央会理事にも就任（5月 28日開催の石川県中小企業団

体中央会通常総会にて）しております。
総会に引き続き、第2回ビジネス（おしごと）交流会（今回は3青年部によるプレゼンテーショ

ン）を開催、その後、懇親交流会が行われ盛会裏に無事終了しました。

ビジネス（おしごと）交流会開催
ビジネス（おしごと）交流会は総会終了後、午後6時から行われ、今回は各青年部によるプレゼ

ンテーション形式をとりました。発表青年部及びテーマは、石川菓業青年会「菓業青年会のあゆみ」、
近江町市場商店街振興組合青年ビジョン委員会「近江町市場のこれからについて」並びに小松産機
協同組合青年部「抗菌ボックスの紹介」で、各青年部とも新たなビジネスチャンスを模索するため、
この機会を大いに利用し、アピールを行っていました。

¢石川県中小企業青年中央会役員
会　長 松　本　雅　之 近江町市場商店街振興組合青年ビジョン委員会

副会長 諸　江　憲　造 石川県板金工業組合青年部

三　浦　則　陽 石川県電気工事工業組合青年部

北　村　美智夫 石川県タイヤ商工協同組合青年部

中　川　修　一 小松本折商店街振興組合青年部

理　事 竹　原　　　浩 輪島漆器青年会

北　　　秀　樹 石川県撚糸青年連絡協議会

城戸口　勝　利 石川菓業青年会

小　林　一　博 石川県プレス工業協同組合ジュニアクラブ

須　加　晃太郎 片町商店街振興組合青年部

塚　林　幸　作 小松鉄工機器協同組合青年部

砺　波　直　生 石川県中古自動車販売商工組合青年部会

中　田　伊知郎 小松管工事協同組合青年部会

監　事 阿　部　広　幸 石川県パン協同組合青年部会

上　村　和　宏 大野醤油醸造協業組合むらさき会

松本新会長の挨拶 ビジネス交流会風景
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中央会事業中央会事業だより 中央会事業だより 

第21回　石川県中小企業団体事務局協議会
通常総会開催される
平成16年度の石川県中小企業団体事務局協議会通常総会が６月８日（火）金沢スカイホテ

ルにおいて、来賓を含め45人の出席者のもと開催されました。

総会・懇親会は、来賓に石川県商工労働部経営支援課課長　福田涼一氏、商工労働部産業政

策課課長　菊川人吾氏、商工組合中央金庫金沢支店長　福田康雄氏、石川県中小企業団体中央

会会長　五嶋耕太郎氏を迎えて開催され、村田純一副会長の挨拶のあと、議長に村田副会長を

選任し、下記の３議案が上程され、すべて原案どおり承認可決されました。

第１号議案 平成15年度事業報告、収支決算、貸借対照表並びに剰余金処分（案）承認の件

第２号議案　平成16年度事業計画並びに収支予算承認の件

第３号議案　平成16年度会員の会費賦課並びに徴収方法決定の件

また、総会終了後、研究開発で、次々とヒットを飛ばす、平成の平賀源内こと酒井理化学研

究所所長　酒井
さかい

弥
みつる

氏を迎え「おもしろい、不思議、いろいろ」のテーマで講演会が開催さ

れました。

¢平成15年度事業計画
１．組合事務局人材養成事業

（1）役職員等研修事業 年２回（金沢市、他）

（2）先進事例視察研修事業 年１回（視察研修）

２．組合運営研究事業 年10回程度

（1）労働関係に関する研究会

（2）金融関連に関する研究会

（3）組合の財政基盤の確立に関する研究会

（4）協議会メンバーによるエキスパート活動支援に関する研究会

（5）組合事業と施策・支援に関する研究会

（6）事務局強化に関する研究会

３．他団体との交流研修事業

他団体との交流研修会（会員・他団体・政府系金融機関、県、市担当課）

４．組合情報提供事業

村田副会長挨拶 総会風景
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第４回　中央会女性部通常総会開催される
中央会女性部の第4回目の通常総会が5月 19日（水）KKRホテル金沢において、来賓とし

て石川県中小企業団体中央会　五嶋耕太郎会長、河内 宏専務理事を迎え、36人の出席者のも

と開催されました。

総会は、山岸淑子会長の挨拶のあと、来賓紹介があり、議長に山岸会長を選任し、第一号議

案「平成15年度事業報告書、収支決算書並びに剰余金処分（案）承認の件」、第二号議案「平

成16年度事業計画書（案）並びに収支予算書（案）承認の件」、第三号議案「平成16年度経

費の賦課並びに徴収方法決定の件」、第四号議案「会則変更の件」、第五号議案「役員改選の件」

の五議案が上程され、すべて原案どおり承認可決されました。

今年度、女性部では、女性部活動の更なる活発化を事業目標とし、地区別・業種別単位の研

修又は単独女性部が実施する研修等への積極的な支援を行います。

なお、役員改選において選任された山岸淑子新会長をはじめ新任の役員は下記の 11名の

方々です。

総会に引き続き、活動事例発表研修会として、山中温泉旅館協同組合　山中温泉ぼたん会の

須谷正代さんから、内部の決め事や活動事業構築の仕方、タウン誌・植樹・物品販売等の事業

活動等について報告があり、参加者の士気を高めました。

その後、和気藹々の雰囲気の中、昼食を兼ねての交流会が開催されました。

¢平成16年度　中央会女性部役員
会　長 山　岸　淑　子 竪町商店街振興組合　マムの会

副会長 山　本　和　栄 小松織物工業協同組合　ラ・クロス・アミカ

副会長 安　藤　喜代子 金沢市湯涌温泉観光事業協同組合　かたくり会

副会長 米　山　正　子 輪島温泉観光旅館協同組合　おかみの会

理　事 谷 h 年　子 石川県女性交流開発協同組合

理　事 須　谷　正　代 山中温泉旅館協同組合　山中温泉ぼたん会

理　事 沢　本　外志美 石川県自動車整備商工組合　石川県女性整備士会

理　事 山　岸　春　美 安原工業団地協同組合　桜梅桃梨の会

理　事 和　田　秀　子 山代温泉旅館協同組合　女将会

監　事 松　田　千代子 富来町商業近代化協同組合　アスク女性部

監　事 小　西　千賀子 ウイング北陸綜合衣料商業協同組合　ウイング奥様会

山岸会長挨拶 総会風景
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◆◇専　務　理　事 小山　秀昭

◆◇事　務　局　長 近藤　保夫 【主な担当業務】

・企画調整事業（企画委員会）

◆◇事 務 局 次 長 吉川　達彦 【主な担当業務】

・企画調整事業（総務委員会、組織委員会、経済委員会、東海北陸・三県ブロック会

議、八市との懇談会、三公庫との懇談会）

・調査事業（全国中央会、他機関等）

・中小企業活力強化集会

◆◇プロジェクト推進室長 平良　　亘 【主な担当業務】

・中央会２１世紀ビジョン推進

・資料収集加工事業

・中小企業産業別新世紀支援指針策定事業

・金融指導事業

・社団法人中小企業診断協会石川県支部

◆◇担　当　次　長 西　祥一郎 【主な担当業務】

・巡回指導計画

・官公需（全般）

・新連携対策委託事業

・中部経済産業局管内官公需適格組合連絡協議会

・石川県中小企業団体事務局協議会

◆◇担　当　次　長 中村　吉孝（兼 情報企画課長）

◆◇担　当　次　長 広沢　昇一（兼 組織振興課長）

◆◇担　当　次　長 河村　幸信（兼 総務課長）

◆◇総　　務　　課
課　長 河村　幸信 【主な担当業務】

（担当次長兼任）・給与、庶務一般

課長補佐 深見　正裕 ・予算、決算、補助金、会計

課長補佐 保志場千秋 ・中小企業振興事業

主　事 梶川　嘉彦 ・厚生事業

書　記 新谷めぐみ ・個別専門指導

・組合設立指導（設立解散報告）

・地域求職活動援助事業

・人材養成事業（組合士）

・会員加入・脱退等データ管理

・事業団共済、PL保険

・中小企業懇話会

◆◇情 報 企 画 課 （担当業種：農林水産、建設、食料品製造、繊維、木材・木製品、家具・装備品、

出版、印刷、鉄鋼機械、窯業・土石、その他製造業、異業種）

課　長 中村　吉孝 【主な担当業務】

（担当次長兼任）・組合情報ネットワーク化現地指導事業

平成16年度　中央会事務局体制
平成16年度の中央会事務局体制です。主な担当業務、業種について紹介します。
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課長補佐 岩倉　和博 ・情報ネットワーク化事業

係　長 高邑　俊生 ・中央会間情報ネットワーク運営事業

主　事 表　　真美 ・中小企業情報創造発信強化支援事業

書　記　藤田祥一朗 ・組合指導情報整備事業

・消費税転嫁円滑化事業

・次世代経営資源育成支援事業

・地域連携組織活性化支援事業

・組合情報化推進研修事業

・組合情報化促進企画調査事業

・組合活性化情報提供事業

・中央会会報等発行

・環境適応対策事業

・制度金融普及事業

・WEB構築支援事業

・組合特定問題懇談会

・組合特定問題実態調査

・石川県中小企業青年中央会

◆◇組 織 振 興 課 （担当業種：運輸、通信業、金融・保険・不動産、サービス、伝統産業、小売、

卸売、商店街振興組合、生活衛生同業組合）

課　長 広沢　昇一 【主な担当業務】

（担当次長兼任）・65歳継続雇用達成事業

課長補佐 吉田　　貴 ・改正労働基準法促進事業

係　長 見谷　貴夫 ・経営改善事業

主　事 元木　康博 ・地域連携組織活性化支援事業

主　事 遠藤　正樹 ・創業支援アライアンス事業

・新規事業創造事業

・多角的連携指導強化事業

・多角的連携組織指導事業

・情報連絡員、景況調査

・近代化促進事業

・組合管理者講習会

・外国人研修生共同受入事業

・特定指導事業

・小規模、産地組合振興対策

・組合交流促進事業

・組合特定問題研究会

・労働指導事業

・地域求職活動援助事業

・活路開拓事業

・組合自主研修事業

・労働事情実態調査

・高度化推進事業

・協同組合国際化推進事業

・石川県中小企業団体中央会女性部
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平成16年度　中央会関係行事予定
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第56回　中小企業団体全国大会
（新潟県）のご案内

第56回中小企業団体全国大会が、来る11月11日（木）新潟県において開催されます。本

会では、全国大会参加を盛り込んだ視察旅行を計画いたしましたので、ご案内いたします。

本年7月以降の、中央会関係行事予定についてお知らせいたします。時期が未定の行事や中央

会事業等につきましては、その都度、郵送物及び中央会HP等にてお知らせします。

●期　　　間 平成16年11月10日（水）～11日（木）
●大会開催日 平成16年11月11日（木）午後10時開会
●開 催 場 所 新潟県新潟市　新潟コンベンションセンター「朱鷺メッセ」
●行程及び参加費 1泊2日　お一人様36,000円

月　日 コ　　ー　　ス 

11／10 

（水） 

11／11 

（木） 

金沢（7：30）===金沢東IC===新潟西IC===越後茶屋総本店（郷土料理と「越の寒梅」）===

==万代シティー・レインボータワー（地上100メートルの回転式展望台）===北方文化博物館==

======瓢湖水きん公園（白鳥渡来中）=======（16：40）月岡温泉（泊） 

月岡温泉（8：20）===新潟中央IC===第56回中小企業団体全国大会（朱鷺メッセ）参加（10：00～13：00）=

=====新潟ふるさと村（新潟最大の物産館）====西山IC===田中角栄記念館（予定）==

===金沢東IC====金沢（地場産C、駅西） 

※コースについては、事情により変更する場合があります。
宿泊先：月岡温泉「ホテル泉慶・華鳳」6000坪の庭園を有す。肌がつるつるになる泉質、美人の湯で有名。

〈月〉 〈中央会関係〉

7
東海・北陸ブロック中央会事務局代表者会議（富山県）
石川商工中金会通常総会
北陸三県中央会専務理事会（石川県）

8 東海・北陸ブロック中央会共済会議（岐阜県）

9
第19回中央会ゴルフ大会
東海・北陸ブロック中央会会長会議（石川県）
東海・北陸ブロック中央会指導員研究会（岐阜県）

10 第2回役員会

11

中小企業活力強化集会
第3回企画委員会
平成17年度中央会予算要望
8市経済部局との懇談会
第56回中小企業団体全国大会（新潟県）

12 政府系三公庫との金融懇談会

1

2
総務・経済・組織各委員会
北陸三県中央会指導員研究会（福井県）

3
第4回企画委員会
合同委員会
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65歳継続雇用達成事業のご案内
「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」の改正案が国会に
提出されております。
［改正案の概要］

急速な高齢化の進展等に対応し、高齢者の安定した雇用の確保等を図るため、

事業主は①定年の引き上げ、②継続雇用制度の導入等の措置、③当該定年の定めの廃止、

のいずれかの措置を講じなければならないことになります。

この改正案については、今国会に提出されておりますが、可決されますと、平成18年 4

月 1日から、定年（65歳未満のものに限る。）の定めをしている事業主は上記３項目のいず

れかの措置を講じなければなりません。

但し、事業所に労働者の過半数で組織する労働組合、労働組合が無い場合においては、労

働者の過半数を代表する者との書面による協定により、継続雇用制度の対象となる高年齢者

の基準を定め、当該基準に基づく制度を導入した事業主は、継続雇用制度を導入したものと

みなされます。

この制度の導入にあたり、「高年齢者雇用確保措置に関する特例等」により平成18年 4月

1日から段階的に引き上げ、平成25年 4月 1日より65歳定年制・継続雇用にする措置が採

られております。又、この制度の準備期間として、大企業は施行日から3年（中小企業は5

年）を経過する日以後の日で政令で定める日までの間、事業主は労働組合と継続雇用制度の

対象となる高齢者の協議が整わない場合、就業規則等に対象となる高齢者の基準を定めるこ

とにより、導入したものとみなされます。

＊（ 導入に当たって段階的移行への見取り図 ）

65歳 

64歳 

63歳 

62歳 
18，4，1

19，3，31 22，3，31 25，3，31

22，4，1

25，4，1

19，4，1

62歳 

63歳 

64歳 

65歳 
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65歳までの継続雇用の導入
本格的な高齢社会を迎え、厚生年金の支給開始年齢の引き上げが行われるなどの状況の中、年

金開始年齢である65歳までの生活安定の確保が必要となります。

当中央会は、石川労働局の委託を受け、関係行政機関との連携のもとに企業における65歳まで

継続雇用する制度の導入、改善を図るため、『65歳継続雇用達成事業』の普及・啓発活動を平成

16年度から17年度の2年間にわたって行います。

【企業の65歳までの継続雇用制度の導入について】
最終目標＝調査対象企業の希望者全員を65歳まで継続雇用する制度を導入することを目標とし

ます。

ただし、当面の目標として、段階的に現在の就業規則に、一定の条件に該当する方を65歳まで

継続して雇用する制度や、事業主が必要と認める者を対象として、65歳まで継続して雇用する制

度を定めていただくように改善していただくことから始めてまいります。

（連　　　携）

石川労働局（高齢者雇用推進委員会）⇔（社）石川県雇用対策協会（高齢者雇用アドバイザー）

↑　　　　↓　　指導・相談・援助等の強化、研修事業の援助、普及啓発

↓

・周知、啓発活動

・実態調査の実施

（導入状況の把握、阻害要因分析）

・啓発セミナー開催

↓

（中央会会員組合企業）

（こんな取り組みをします。）

１．65歳継続雇用達成会議を当会に設置し、16年度中に65歳継続雇用達成方針を策定します。

２．65歳継続雇用に関する実態調査、導入事業所等のヒアリング調査を行い、調査分析し、阻

害要因の洗い出しや現状の把握を行います。

３．啓発活動（セミナーの開催、関連印刷物の発刊）により、各種情報（調査結果、助成金等）

を提供します。

４．高年齢者の雇用確保に関する事業主の自主的な取り組みを促進するための業務を行ってい

る厚生労働省の外郭団体（社）石川県雇用対策協会との連携により、協会の高年齢者雇用ア

ドバイザーの方によって、相談・援助窓口として企業を個別フォローしていただきます。

石川県中小企業団体中央会
65歳継続雇用達成推進員の設置 65歳継続雇用達成会議の開催

・学識経験者等で構成

65歳継続雇用達成方針の策定



34

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 

平成15年度　県内新設組合紹介
平成15年度、県内では10組合が新たに設立されました。ここでは、10組合の概要について

紹介します。

組 合 名 業 種 地 区
組合
員数

出資金
（千円）

事 務 所 所 在 地 代表者名

金沢バンケット
協 同 組 合

その他の事業
サービス業

金沢市 4 1,000 金沢市玉鉾二丁目422番地 北国　恵理

北国電気保安サービス
協 同 組 合

その他の事業
サービス業

小松市、寺井町
根上町

5 1,000 能美郡根上町山口町ハ18番地 吉田　慶吉

のとクラフト
協 同 組 合

木材・木製品製造業
家具・装備品製造業

羽咋市、志雄町
押水町、穴水町 4 1,000 羽咋市中央町コ100番地1 島崎　　守

金沢保険代理業
協 同 組 合

保険業
金沢市、加賀市
松任市、志雄町

6 1,000 金沢市額谷三丁目49番地 浜上　　満

いしかわ砂利販売
協 同 組 合

窯業・
土石製品製造業

金沢市、鶴来町
美川町、鳥越村
吉野谷村
尾口村、白峰村
川北町
辰口町、寺井町

20 6,000 能美郡川北町字壱ツ屋194番地 端保　太市

か ほ く 衣 料
協 同 組 合

織物・衣服
身の回り品小売業

七 塚 町
宇ノ気町 10 1,000 河北郡七塚町字白尾ホ51番地3 坂野　嘉久

七尾鹿島建築
協 同 組 合

総合工事業
職別工事業
（設備工事業を除く）

七尾市、鹿島郡 37 1,110 鳳至郡門前町字千代32の 16番地 若狭　明彦

（設立登記順）

能 州 紬 振 興
協 同 組 合

衣服・その他の
繊維製品製造業
繊維・衣服等卸売業
織物・衣服・
身の回り品小売業

金沢市、門前町 4 1,000 鹿島郡鹿西町能登部下71部 33番地 上嶋　　洋

協 同 組 合
金 沢 ミ ー ト
プ ロ ダ ク ツ

食料品製造業
飲料・たばこ・
飼料製造業

金 沢 市
野々市町 4 40,000 金沢市才田町戊321番地7 中田　二郎

協 同 組 合
アドビジネス
セ ン タ ー

その他の小売業
広告業、映像・音声
文字情報制作業
専門サービス業及び
総合工事業

金沢市、小松市 8 1,000 金沢市大友町ニ65番地1 中村　治吉
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個別専門相談室開催のご案内
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計算書類の公開を支援します
～商法の規定に基づく貸借対照表の公開を全国中央会のホームページで!～

さて、本会では、中小企業が正確な経営情報を獲得し、適切な経営判断を支援するため、組

合、中小企業任意グループ及び公益法人等を対象とし、専門家を招聘し、高度な指導ニーズに

対応する事業等の相談に応ずることを目的とした個別専門相談室を設けておりますのでお気軽

にご相談ください。

なお、予約制のため相談希望の方は当日までに本会へご連絡願います。又、予約多数の場合、

相談時間の短縮をお願いする場合がありますので予めご了承下さい。

●株式会社は、「貸借対照表又はその要旨」を「官報」又は「日刊新聞紙」で「公告」する

ことが義務づけられていますが、平成14年 4月 1日から、この「公告」に代えて、「イ

ンターネット上での貸借対照表の公開」ができるようになりました（商法第283条第 4

項、第5項）。

●有限責任の会社形態である株式会社は株主・債権者に対する閲覧謄写のほか、一般公衆

（これから新たに取引関係に入ることを考えている者など）への計算書類の公開が不可欠

の条件とされ、従来から「公告」が義務づけられていました（商法第283条第3項）。

●自ら積極的に情報をオープンにして競争に臨むことが会社に対する評価を高め、新たな

取引先の開拓、商機の拡大につながります。

●官報又は日刊新聞紙による「公告」あるいはホームページでの「公開」により積極的に

ディスクロージャーに取り組むことが貴社の評価を高めます。

●これから自社ホームページを作成し貸借対照表を掲載する作業に手間をかけたくないと

いう場合には、低廉な費用で全国中央会ホームページに掲載し、「公開」することができ

ます（年間1件当たり10,000円消費税込み）。

●「公告」か「公開」をしない場合には、100万円以下の科料に処せられることとなって

います（商法第498条第1項）

＝日　程＝

時　　間開 催 日 内　　　容 専 門 相 談 員

7月 13日（火） 13:00～ 15:00 法 律 相 談 弁 護 士　久　保　雅　史

＝場　所＝

金沢市鞍月２丁目１番地
石川県地場産業振興センター本館３階　石川県中小企業団体中央会　会議室

※連絡先（TEL 076‐267‐7711）
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